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経営理念・経営方針・経営計画 

「お客さま本位」のもと 
「健全経営」に徹し 
「地域社会に奉仕」する 
　長崎銀行は、地域金融機関としてお客さまのご繁栄を願い、地域社会の発展に奉仕することを使命として、地域
になくてはならない銀行をめざして、さらに努力してまいります。 
 
 
　長崎銀行は経営理念の実現のために次のことに努力してまいります。 
■健全経営 
　健全経営を通して強固な経営体質を築き、地域社会の繁栄に奉仕してまいります。 

■お客さま本位 
　いつも「お客さま第一」の精神に基づき、より良い金融サービスの提供に努め、地域の皆さまの信頼と期待に
応え得る銀行をめざします。 

■人材の育成 
　環境の変化に柔軟かつ機敏に対応できる行動力とチャレンジ精神を持った行員の育成に努め、行員一人ひとり
が持てる力を十分に発揮できる、のびのびと活動的な風通しのよい企業風土の確立をめざします。 

 
 
■計画策定の目的 
　当行は、平成13年３月に福岡シティ銀行（現 西日本シティ銀行）との経営統合に合意後、リテール分野に特
化したビジネスモデルの構築や経営の合理化・効率化など抜本的な経営の改革により、収益力の強化や財務内容
の強化及び資産の健全化促進等、着実に改善を図ってまいりました。当行は、地域における金融機関として現状
に甘んずることなくこれまでの実績を糧として、戦略ステージを「経営改善」から「成長」に転換してさらにス
テップアップするため５年間（平成18年４月～平成23年３月）の経営計画を策定し、本計画に掲げた諸施策に取
り組んでおります。 
 

■経営計画のフレームワーク 

経営理念 

経営方針 

経営計画 

本計画における目標　⇒　IPOによる企業価値とステータスの向上 

経営課題 基本施策 フォローとローリングの実施 

＜経営理念＞長崎銀行は、「お客さま本位」のもと「健全経営」に徹し「地域社会に奉仕」するこ
とを使命とし、地域になくてはならない銀行を目指します。 

西日本シティ銀行を中心としたNCBグループとの連携強化 

◎法令等遵守態勢の強化 

◎リスク管理態勢の強化 

◎貸出資産の健全化促進 

◎経営資源の有効活用 

◎個人営業の強化 

◎法人営業の強化 

◎有価証券運用の強化 

強固な 

経営体質と 

特徴ある 

ビジネス 

モデル 

の構築 

経営指標 

コア業務純益 

税引後利益 

自己資本 

自己資本比率 

不良債権比率 

23年3月期 
の目標 

20億円以上 

10億円以上 

90億円以上 

8％以上 

3％台 

内 部 管 理  
態勢の強化 

財 務 基 盤  
の 強 化  

収 益 基 盤  
の 強 化  

健
全
性
・
成
長
性
の
確
保
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法令等遵守およびリスク管理等への取り組み 

　当行は、法令等遵守態勢の強化を経営の最重要課題と位置付け、役職員一人ひとりの法令等を遵守した業務の遂
行こそがお客さま満足の向上につながり、ひいては当行の信用と信頼につながることを念頭に、経営陣を先頭に全
役職員が法令等遵守態勢の強化に継続して取り組み、法令等遵守重視の企業風土の確立に努めております。 
 
■コンプライアンス委員会を基軸とした法令等遵守の一元管理体制 
　当行は、頭取を委員長とし、全取締役、常勤監査役並びに関係部部長をメンバーとするコンプライアンス委員会
を毎月開催し、法務面に特化した論議や法令等遵守状況等についての協議・評価等を行い、経営陣が適時適切な指
示を行う体制としております。 
　またコンプライアンス統括部署として経営管理部を設置し、経営管理部が各部店で発生した苦情・相談ほか、法
令等遵守に関する事項を一元管理し、コンプライアンス委員会及び取締役会等に適時適切に報告する体制を整備し
ております。 
　さらに、法令等遵守に関する具体的な実践計画となる「コンプライアンス・プログラム」を半期毎に策定し、本
プログラムに基づいた法令等遵守に係る施策の着実な実行に努めるとともに、コンプライアンス委員会において、
その進捗状況を毎月フォローアップすることにより、実効性を高めております。 
 
■全役職員へのコンプライアンスの啓蒙 
　当行は、役職員一人ひとりの遵法精神向上のため、経営陣自ら各種会議・研修等のあらゆる機会を通じて法令等
遵守に関する訓示や講話を行い、また、本部各部は各種集合研修や事例開示、臨店指導等、法令等遵守に関する教
育・啓蒙を徹底しております。さらに各部店においては、経営管理部が発出する「コンプライアンスニュース」「コ
ンプライアンス理解度チェック」等を利用した勉強会やＯＪＴ及び半期毎に行われるコンプライアンス強化月間へ
の取り組みなどを通して、遵法精神の向上に努めております。 
 
■外部専門家との連携 
　当行は、顧問弁護士による法務相談会を定例的に開催するなど、業務上法的判断が必要な事案については弁護士
等と適切に連携しております。 
　さらに、外部の視点で業務運営の適切性を検証することを目的として、弁護士等の外部専門家３名と当行役員４
名で構成する「経営監査委員会」を取締役会の諮問機関として設置し、定例的に開催しております。 
 
■個人情報保護法への対応 
　当行は、お客さま情報を適切に保護し、また利用させていただくため、お客さまからご提供いただいた個人情報
を厳格に取り扱うとともに、情報管理態勢を整備し、個人情報の正確性・機密性の保持と安全性の確保に努めてお
ります。なお、個人情報保護宣言及び個人情報の利用目的等については、ホームページ、ポスター、パンフレット
により公表しております。 
 
■ホットライン体制 
　当行は、所属部店の上司を介さず、本部に直接報告または相談できる報告体制（通称「ホットライン」）を整備
しております。その窓口のひとつとして、行員が法令等に違反する、またはそのおそれがある行為を知った場合、
任意の方法でコンプライアンス統括部署に直接報告または相談できる「コンプライアンス関連の相談窓口」を設置
しております。 

法令等遵守（コンプライアンス） 
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　当行は、平成13年４月１日施行の「金融商品の販売等に関する法律」および「消費者契約法」に基づき作成した、
「金融商品販売勧誘マニュアル」および基本理念である「お客さま第一主義」を常に念頭に置き、以下の勧誘方針
に基づき金融商品等の販売を行っております。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　商品の説明・勧誘などについてお気づきの点、ご要望等ございましたら、ご遠慮なく以下のお問い合わせ窓口ま
でお寄せください。 

金融商品販売法 

　当行では、お客さまに安心してお取引いただきますように様々な対策を実施しております。 
●ATM１日あたりの利用限度額の設定 
・１口座１日あたりの現金引き出しの限度額を一律100万円に設定させていただいております。 
・お客さまのお申し出により10万円～500万円までご利用限度額の設定が可能です。 

 
●ATMでの暗証番号変更 
・お客さまの暗証番号をATMで変更することが可能です。 

 
●類推されやすい暗証番号の制限 
・生年月日、電話番号等を暗証番号とすることは制限させていただいております。 

 
●ATM画面の覗き見防止対策 
・ATM画面への遮光フィルムの貼り付け、後方ミラーの設置を行っております。 

 
●通帳・キャッシュカードを紛失した場合のご連絡先 
・万一、通帳・印鑑・キャッシュカードのいずれか一つでも紛失された場合には、直ちに最寄りの当行本支店ま
たはATM監視センターにご連絡ください。 

偽造キャッシュカード等に対するセキュリティ強化策 

１．当行は、お客さまの目的、知識、経験、財産の状況に応じた、適切な商品の情報提供と説明を行います。 
２．当行は、お客さまご自身のご判断と責任においてお取引いただけるよう、商品内容やリスク内容などの重

要事項について、適切な方法により、十分なご理解をいただくよう努めます。 
３．当行は、お客さまに適切な情報を提供いたします。断定的な判断による勧誘は行いません。 
４．当行は、正当な理由なく、深夜や早朝などの不適当な時間帯に、電話･訪問による勧誘は行いません。 
５．当行は、お客さまに対する適正な勧誘を行うため、研修･勉強会等を行い、商品知識の習得に努めます。 

◆ 長崎銀行の勧誘方針 ◆ 

■お問い合わせ窓口 

経営管理部　お客さま相談室 

（受付時間：銀行営業日の午前９時から午後５時まで） 
ホームページ　www.nagasakibank.co.jp

TEL  0 9 5 - 8 2 9 - 4 1 0 0

TEL  095－849－6092（21時～翌朝8時は警備会社が代行します。） 

〈平日〉8：45～18：00 → お取引店（Ｐ13ネットワークをご覧ください。） 
24時間 → ATM監視センター 

TEL  095－849－6092（19時～翌朝9時は警備会社が代行します。） 
〈土・日・祝日〉24時間 → ATM監視センター 
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　当行は、経営の健全性を維持し安定した収益を確保するため、リスク管理を重要な経営課題と位置付け、以下の
方針・体制等により適切な管理を行っております。 
■リスク管理方針 
a　目的 
　当行は「お客さま本位」のもと「健全経営」に徹し「地域社会に奉仕する」ことを経営理念としております。 
　この経営理念を実現し、健全な経営基盤の確立と安定的な収益の確保を図ることを目的にリスク管理体制の
充実・強化に努めております。 

s　リスク管理体制 
　統合的なリスク管理を実現するため、経営管理部をリスク管理統括部署として、各種リスクの管理・評価・
報告体制を確立し、計量化可能なリスクについては、リスクに見合った収益の確保を目指し、計量化が困難な
リスクについては、リスク顕在化のため予防策を講じ、リスクの最小化に努めております。また、全取締役、
常勤監査役並びに主管部長を主たるメンバーとしたリスク管理会議を設置し、リスク管理体制の強化・充実に
努めております。 

d　リスク管理方針の見直し 
　金融情勢の変化、各種制度の変更等に対応するため、リスク管理方針は適宜見直し、リスク管理の高度化に
努めております。 

■リスクの区分 
　当行は以下のリスクに対する管理を行っております。 
a　信用リスク（主管部：審査本部） 
　信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産の価値が減少ないし消失し、損失を被るリス
クをいいます。 

s　市場関連リスク（主管部：資金証券部） 
　市場関連リスクとは、金利、有価証券等の価格等の様々な市場のリスクファクターの変動により、資産の価
値が変動し、損失を被るリスクをいい、また、それに付随する投資先の信用リスク、事務リスク、法務リスク
等により、損失を被るリスクも含んでおります。 

d　流動性リスク（主管部：資金証券部） 
　流動性リスクとは、予期せぬ事態により、必要な資金が確保できなくなる等、著しく不利な価格での取引を
余儀なくされ、損失を被るリスクをいいます。 

f　事務リスク（主管部：事務部） 
　事務リスクとは、事務上の事故・不正により、損害を被るリスクをいいます。 

g　システムリスク（主管部：事務部） 
　システムリスクとは、システムの障害、誤作動、情報の漏洩などにより、損害を被るリスクをいいます。 

h　イベントリスク（主管部：人事総務部） 
　イベントリスクとは、犯罪・自然災害等から発生した事件・事故等により、損失を被るリスクをいいます。 

j　レピュテーショナルリスク（主管部：総合企画部） 
　レピュテーショナルリスクとは、当行の経営内容が誤って伝えられることなどにより、損失を被るリスクを
いいます。 

リスク管理 

監
査
役 

監査役会 

監査 

取 締 役 会  

報告、 
指示 

リ ス ク 管 理 会 議  

【本部、営業店情報収集】 
リスク管理統括部署……経営管理部 

信用リスク 

監
査
部 

報告、 
指示 

報告、 
指示 

監査 
市場関連リスク 流動性リスク 

事務リスク システムリスク レピュテーショ 
ナルリスク イベントリスク 

● リスク管理体制図 ● 
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業績のご案内 
　収益状況については、厳しい経済環境・金融環境のもとで、効率的な資金の調達・運用に努めるとともに、経営 
全般の合理化・効率化に取り組みましたが、平成18年９月期のコア業務純益は前中間期比10億８百万円減少し７億
30百万円となりました。この減少は、前中間期に住宅ローン債権の証券化による譲渡益を計上したためであります。 
　また、経常利益は前中間期比１億71百万円減少の４億82百万円、中間純利益は前中間期比８百万円増加の６億37
百万円となりました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　預金については、個人預金を中心に積極的な営業活動を行いました結果、平成18年９月末の預金残高は、前中間
期末比54億円増加し、2,703億円となりました。特に個人預金残高は、前中間期末比44億円増加し、2,216億円とな
りました。 

　コア業務純益とは預貸金業務による資金利益や為替業務による手 
数料利益などから経費を差し引いたもので、銀行の本来業務での収 
益力を表す指標として用いられています。 

○　　　　＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額一債券関係損益 コア業務 
純　　益 

● コア業務純益 ● 

（百万円） 

1,500

1,000

500

0
16年9月期 

717

17年9月期 

1,738

18年9月期 

730

17年9月末 

2,648

18年3月末 

2,661

18年9月末 

2,703

● 預金残高 ● 

（億円） 

2,800

2,500

2,400

2,300

2,700

2,600

0
17年9月末 

2,172

18年3月末 

2,184

18年9月末 

2,216

●　個人預金残高 ● 

（億円） 

2,500

2,000

1,500

1,000

0

15年9月期 

689

17年3月末 

2,640

17年3月末 

2,165

2,000

THE BANK OF NAGASAKI DISCLOSURE
5



　貸出金については、個人・中小企業などのリテール部門を中心とした資金需要への積極的な対応を行ってまいり
ました結果、平成18年９月末の貸出金残高は、前中間期末比106億円増加し、2,176億円となりました。特に個人ロ
ーン残高は、前中間期末比97億円増加し、942億円となりました。平成17年９月末の貸出金残高・個人ローン残高
の減少は、住宅ローン債権の証券化によるものであります。 

　当行は厳格な自己査定の結果に基づいた償却・引当（いわゆる不良債権処理）を行っております。 
　自己査定の結果は、金融再生法に基づき開示しております。 

不良債権処理への取り組み 

■危 　 険 　 債 　 権  

■要　管　理　債　権 

小　　　　　計 

正　　常　　債　　権 

合　　　　　計 

■破産更生債権および 
　これらに準ずる債権 

金融再生法に基づく開示債権の状況（平成18年９月末） （億円） 

債　権　額 
Ａ 

２９ 

１３０ 

４６ 

２０６ 

１，９８１ 

２，１８７ 

■貸倒引当金 
Ｂ 

６ 

４１ 

１１ 

５９ 

■担保・保証等 
Ｃ 

２３ 

６２ 

１１ 

９７ 

保　全　率 
（Ｂ＋Ｃ）÷Ａ 

１００．００ 

７９．７７ 

４８．３６ 

７５．６６ 

％ 

用語のご説明 

破産更生債権およびこれらに準ずる債権 
破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始申立て等の事由により経営破綻した債務者に対する債権およびこれらに
準ずる債権 
危険債権 
債務者が、経営破綻には至っていないものの、財政状態・経営成績が悪化し、契約通りの返済を受けることができな
くなる可能性の高い債権 
要管理債権 
３か月以上延滞債権および貸出条件緩和債権 
正常債権 
債務者の財政状況などに特段の問題が無く、上記以外に区分される債権 

17年9月末 

2,070

18年3月末 

2,119

18年9月末 

2,176

●　貸出金残高 ● 

（億円） 

2,500

2,000

1,500

1,000

0
17年9月末 

845

18年3月末 

903

18年9月末 

942

●　個人ローン残高 ● 

（億円） 

1,000

900

800

700

600

500

400

0
17年3月末 

2,105

17年3月末 

890
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　平成18年９月末における金融再生法ベースの不良債権残高は、企業再生支援と不良債権処理によるオフバランス
化の促進に努めました結果、前中間期末比19億円減少の206億円となりました。 
　また、保全率については、75.66％と将来にわたる信用リスクにも対応できる水準を確保しております。 
　今後とも、お取引先の皆さまの業績改善のお役に立てるように努め、不良債権のさらなる縮減に取り組んでまい
ります。 

不良債権残高と保全状況 

　自己資本比率とは、総資産（資産の各項目にリスク・ウエイトを乗じて得た額の合計額）に対する自己資本の比
率のことで、金融機関経営の健全性を示す重要な指標です。国内のみで営業を行っている銀行の自己資本比率は４
％以上を維持することが求められております。 
　当行の平成18年９月末の自己資本比率は、7.52%と国内基準を上回っております。 

自己資本比率 

● 金融再生法開示債権にかかる保全状況 ● 

貸倒引当金 担保・保証等 （億円） 
250

200

150

100

50

0

● 自己資本比率 ● 

8.00

7.00

6.00

5.00

4.00

0.00
17年9月末 

7.76

18年3月末 

7.537.537.16

18年9月末 

7.52

国内基準 

17年3月末 

100

61

17年3月末 

7.53

（％） 
9.00

17年9月末 

105

66

18年3月末 

62

102

18年9月末 

97

59

● 金融再生法による開示債権 ● 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 危険債権 要管理債権 （億円） 
250

200

150

100

50

0
17年9月末 

97

90

38

18年3月末 

62

116

32

18年9月末 

46

130

29

17年3月末 

71

95

42
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地域のみなさまとともに 

　平成17年３月29日に金融庁より公表された「地域密着型金融の機能強化の推進に関するアクションプログラム」
に基づき、①事業再生・中小企業金融の円滑化、②経営力の強化、③地域の利用者の利便性向上、を大項目とした
「地域密着型金融推進計画（計画期間：平成17年度～18年度）」を策定し、取り組みを進めております。 
　当行は、事業再生・中小企業金融の円滑化、地域の利用者の利便性向上に努め、地域経済の活性化のために間柄
重視の地域密着型金融の担い手としての役割を発揮してまいります。 
　平成17年４月から平成18年９月までの取り組み状況は以下のとおりとなりました。 
 
①事業再生・中小企業金融の円滑化 
　事業再生・中小企業金融の円滑化については、引き続き、旧アクションプログラムの機能強化計画を継続し、さ
らなる取り組みの推進を図っております。具体的には、各種機関との連携による事業再生に向けた取り組み、中小
企業への円滑な資金供給、顧客への説明態勢、苦情相談態勢の強化等のさらなる取り組みを行っております。 
【個別項目の主な取組策】 
 ● 創業・新事業支援機能等の強化 
　産学官等各種機関との連携強化による情報提供や協調融資等の取り組みを行い、創業・新事業支援の強化を
図っております。 

 ● 取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化 
　情報ネットワークや経営情報サービス等の活用による経営相談・支援機能の強化を図っております。また、
18年上期に法人営業の強化のため、新たに法人部を設置し、中堅・中小企業向けの格付けサービスの取次業務
を開始し、さらに西日本シティ銀行主催の商談会への参加募集を行うなど、さらなる強化を図っております。 

 ● 事業再生に向けた積極的取り組み 
　中小企業再生支援協議会や経営コンサルタントとの連携により取引先企業の事業再生を図っております。 

 ● 担保・保証に過度に依存しない融資の推進等 
　無担保・第三者保証人原則不要商品である「クイックビジネスローン」、「長崎パワーアップ」の取り扱い拡
大により、円滑な資金提供を図っております。「クイックビジネスローン」については、新商品の取り扱いを
開始し、利用限度額の拡大を図っております。 

 ● 顧客への説明態勢の整備、相談苦情処理機能の強化 
　顧客説明態勢強化のため、マニュアルの改訂・営業店指導の強化・苦情事例集の作成による徹底を図ってお
ります。18年上期においては「取引等の適切性確保への取り組み」について再徹底を図っております。 
 

②経営力の強化 
　リスク管理態勢及び収益管理態勢をさらに強化し、リスク管理の高度化や収益管理の徹底による収益力の向上を
目指しております。また、ガバナンスの強化の観点から経営者による財務内容の適切性についての確認書の添付に
ついても、18年３月期決算から実施しております。法令等遵守（コンプライアンス）態勢につきましては、当行の
重要課題の一つとして位置付け、全社一丸となり遵法精神のさらなる強化に取り組んでおります。 
【個別項目の主な取組策】 
 ● リスク管理態勢の充実 
　平成19年３月からのバーゼルⅡへの適切な対応に向け、西日本シティ銀行の検討チームに参加するとともに、
行内にバーゼルⅡ対応ＰＴを設置し、各種リスク管理の高度化に取り組んでおります。 

 ● 収益管理態勢の整備と収益力の向上 
　収益力の強化として、新ＡＬＭシステムを活用した収益管理態勢の高度化を検討するとともに、信用格付に
基づく適正な金利設定構築のために内部基準等の整備を図っております。 

● ガバナンスの強化 
　ガバナンスの強化の一環として、「内部統制システム構築の基本方針」を策定し、適法かつ効率的な企業態
勢の確立を目指しております。また、有価証券報告書に代表者確認書を添付し、財務諸表の正確性について経
営者責任の明確化を図っております。 

地域密着型金融推進計画 
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長崎銀行は地域金融機関としての役割をさらに発揮してまいります。 
　当行は創業以来「地域社会への奉仕」を経営理念に掲げて取り組んでおります。 
　当行はこの経営理念達成のため、地域の金融機関として、地域の事業者の皆さまのビジネスや個人の皆さまの豊
かなライフプランのお手伝いをさせていただくとともに、長崎県および市町村などへの融資をはじめ、国債・地方
債の引き受けなどを通じて、地域の皆さまのよりよい生活環境作りのお手伝いに努めております。 
　また、早くから「奨学育成基金」を設置し、教育の振興を図るとともに、社会福祉・青少年スポーツ・文化活動
等への助成をさせていただいております。 
　これからも、これまで以上に地域の皆さまのお役に立てるよう、地域金融機関としての役割を発揮してまいります。 
 
 
長崎銀行は地域の皆さまのビジネスや豊かなライフプランを応援しております。 

　当行は、平成18年９月末現在皆さま方からお預かり
したご預金の約81％をお取引先へのご融資に向けてお
ります。 
　また、地域別では平成18年９月末の貸出金のうち、
20,296先、1,810億円（貸出金全体の83％）が長崎県の
皆さま方向けのご融資となっております。 

◆貸出金の地域別構成（平成18年９月末） 

　当行は、従来から地域の経済を支える中小企業・個
人の皆さま方の資金需要に積極的にお応えしており、
業態別では平成18年９月末の貸出金のうち、24,848先、
1,889億円（貸出金全体の87％）が地域の中小企業・
個人の皆さま方向けのご融資となっております。 

◆貸出金の業態別構成（平成18年９月） 

福岡県 
2％ 

佐賀県 
5％ 

熊本県 
10％ 

長崎県 
83％ 

県北地区 
8％ 

長崎市内地区 
56％ 県央・ 

県南地区 
19％ 

地公体 
11％ 

中小企業 
55％ 

個　人 
32％ 

大企業 
1％ 

中堅企業 
1％ 

 ● 法令等遵守（コンプライアンス）態勢の強化 
　経営陣が率先してコンプライアンスの啓蒙に努め、さらなる重要性認識の向上に努めるとともに、個人情報
管理の徹底を図っております。 

 
③地域の利用者の利便性向上 
　地域金融機関としての地域貢献に関する情報開示の充実を図るため、ホームページやディスクロージャー誌等を
活用し、よりわかりやすい情報開示に努めております。 
　また、地域金融機関の基本的使命であるお客さまや地域のニーズにあった質の高い金融サービスの提供を通じて、
地域社会の活性化・発展に取り組んでおります。 
【個別項目の主な取組策】 
 ● 地域貢献等に関する情報開示 
　地域貢献に関する情報開示項目について見直しを行い、ディスクロージャー誌等の開示内容の充実を図って
おります。 

 ● 地域の利用者の満足度を重視した金融機関経営の確立 
　お客さまニーズの把握のため実施した「利用者満足度アンケート調査」の調査結果ならびにお客さまの声に
基づき、行内にＣＳ向上ＰＴを設置し、経営改善を図っております。利用者の皆さまの多様なニーズに対応し
たサービスの提供を検討しております。 

 ● 進捗状況の公表 
　「地域密着型金融推進計画」の進捗状況については、半年ごとにその取り組み内容等を公表しております。 

地域貢献への取り組み 
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おすすめ商品・サービス等 

■クイックビジネスローン 
　当行では、事業者の皆さまへの資金ニーズにスピーディにお応えするため、「無担保」「第
三者保証人不要」「原則翌日回答」の「ながさきクイックビジネスローン（QBL）」を提供し
ており、平成13年10月の取扱開始以降、6,000社以上のお客さまにお申込いただきました。 
　平成18年９月末現在、853件、1,547百万円のご利用をいただいております。 
　また、平成18年４月から保証会社利用タイプに1,000万円までご利用いただける商品「QBL
－Ⅱスーパー」型の取扱いを開始しました。 
　詳しくは、下記クイックビジネスローン取扱専門店へお問い合わせください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■ローン特別優遇金利 
ご好評につき、マイカー系・教育系ローン金利優遇のお取扱いをしております！（平成19年４月27日まで） 

事業者のみなさま向けの主な商品 

個人のお客さま向けの主な商品・金利優遇等 

クイックビジネスローンながさき 
至新大工 

市公会堂市公会堂 

長崎女子商業長崎女子商業 長崎銀行本店長崎銀行本店 

賑橋電停賑橋電停 

眼鏡橋眼鏡橋 

市民会館市民会館 市公会堂 

長崎女子商業 長崎銀行本店 

賑橋電停 

眼鏡橋 

市民会館 

クイック 
ビジネスローン 
ながさき 

市役所市役所 市役所 

FAX095-816-3297 
70120-033-919 
TEL095-816-3295

長崎市栄町１番15号 
長崎銀行別館４Ｆ 
（長崎女子商業近く） 

　　　　 　 （FAX）24時間受付 
（電話）銀行営業日９：00～17：00

クイックビジネスローンいさはや 

諫早市上町３番13号 
長崎銀行諫早支店内 
（昭和通りバス停前） 

クイックビジネスローンさせぼ 

佐世保市松浦町４番22号 
長崎銀行佐世保支店内 
（佐世保三ヶ町アーケード内） 

国際通り 

至平戸 

松浦 
交差点 

九十九島ビル九十九島ビル 

松浦公園松浦公園 
JAJAさせぼさせぼ 
会館会館 

名切名切 
グランドグランド 

九十九島ビル 

松浦公園 
JAさせぼ 
会館 松浦町名切 

交差点 

至JR佐世保駅 

ア
ー
ケ
ー
ド 

名切 
グランド 

クイック 
ビジネスローン 

させぼ 
至諫早駅 

島原鉄道 
本諫早 

卍 
西楽寺 

クイック 
ビジネスローン 
いさはや 

本明川 

諫早高 
諫早小跡 

NTT

文 〒 
諫早公園 

207

■ながさき住宅系ローン 
　住宅の新築・増改築・土地の購
入、住宅資金の借換え等、幅広く
ご利用いただけるローンです。 
 
 
 
■ながさきリフォームローン 
　ご自宅の増改築、駐車場、造園、
家具・インテリア購入など幅広く
ご利用いただける担保不要のロー
ンです。 
 
 
 
■ながさき教育系ローン 
　私立中学校、高校、専門学校、
大学等へのご入学・在学資金、海
外留学等にもご利用いただけます。 

■ながさきキャッシュＡ 
　お電話・FAXにて仮審査をお申
込み後、いくらまでキャッシング
可能かお答えいたします。（１０万
円～２００万円の９コース） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■おまとめローン「スリーミィ」 
　消費者金融・信販・クレジット、
銀行ローン等のお借入を一本化し、
返済負担を軽減するための専用ロ
ーンです。お気軽にご相談くださ
い。 

キャッシュＡのことなら 
7０１２０－２９６－９１９ 

受付時間 
平日　９：００～１９：００ 

ツクロー  クイック 

マイカー系 
ニューマイカー 
マイカーⅡ型 
ニュー教育 
キャンパス 

保証料 
特別優遇金利 

３．８０％ 
 

３．８％（団信加入の場合別途０．３％） 

取引優良先 
２．５０％ 
 

２．８０％ 

一　般　先 
２．８０％ 
 

３．１０％ 

保証料別 
（０．５％） 
保証料込 
（１．０％） 
保証料別 
（０．５％） 
保証料込 
（１．０％） 

教　育　系 

ニューマイカーローン、ニュー教育ローンの取引優良先金

利は、当行に次のいずれかのお取引がある方にご利用いた

だけます。 

○お給料振込み　○公共料金のお引き落とし２種類以上 

○長崎VISAカード 

○優良ドライバー（ニューマイカーローンのみ） 

エース 

受付時間 

さあさあ クイック 
FAX0956-42-5705 
70120-357-919 
TEL0956-42-0100
　　　　 　 （FAX）24時間受付 
（電話）銀行営業日９：00～17：00
受付時間 　　　　 　 （FAX）24時間受付 

（電話）銀行営業日９：00～17：00
受付時間 

さあ、いーな 
FAX0957-22-3525 
70120-035-919 
TEL0957-22-3524

おみごと フリーダイヤル フリーダイヤル フリーダイヤル クイック クイック 
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■長崎（VISA）カード 
　九州カード1と提携し、共同発行の形態で、クレジットカード業務を行っ
ております。当行発行のVISAカードをご利用になりますと、全国や海外の
加盟店でショッピングやホテル宿泊がサインひとつでOK。キャッシングサ
ービスや各種ローンサービスもご利用いただけます。 
※ギフトカードプレゼントキャンペーン実施中（平成19年３月31日までに新
規入会後、３か月以内に３万円以上カードをご利用いただいた方） 

※カード年会費に787円（税込）プラスするだけで、ドライブ中のお車のトラ
ブルに24時間年中無休体制でサポートする「VISAジャパンロードサービス」
のお取扱いを行っております。なお、ゴールド会員のお客さまは、ロード
サービス年会費が永年無料です。 

※ETCカードにつきましては年会費永年無料でお取扱いを行っております。 
 
■長崎得五郎PartⅡ 
　最高５年で0.50％。据え置くほどに金利が上がる据置型定期預金です。期間に応じて金利は６段階。 
　（平成19年３月30日まで） 
 
■８Ｐ（ハッピー）定期 
　総合口座による定期預金作成で0.12％の金利を上乗せし、お取引項目に応じて0.24％の金利を上乗せ、合わせて
最高0.36％の金利を上乗せする定期預金です。日頃のご愛顧への感謝を込めたサービスです。 
　（平成19年３月30日まで） 
 
■投資信託 
　当行ではお客さまの中長期的な資産作りと、ペイオフ対策としての資産分散にお役にたてるよう、投資信託のお
取扱いを行っております。 

●取 扱 店…28ヶ店（新戸町支店・西大村支店・三会支店・大崎支店を除く全店） 
●取扱商品 

 
 
 
 
 
 
 
 
■個人年金 
　当行ではお客さまのライフプランにあわせた資産形成のお手伝いとして「個人年金保険」のお取扱いを行ってお
ります。 

●取 扱 店…全32ヶ店 
●取扱商品 

５年ごと利差配当付個人年金保険 

積立利率変動型個人年金保険「あんしんYEN年金」 

５年ごと利差配当付個人年金保険「レーヴⅡ」 

一時払新個人年金保険「えん熟君」 

一時払新個人年金保険「えんドル君プラス」 

（U.Sドル建・ユーロ建・豪ドル建） 

商　　品　　名 引 受 保 険 会 社 

東京海上日動あんしん生命保険 

東京海上日動あんしん生命保険 

日本興亜生命保険 

ＡＩＧエジソン生命保険 

ＡＩＧエジソン生命保険 

※　当行の生命保険募集人は、お客さまと引受保険会社の保険契約の媒介を行うものであり、保険契約締結の代理権はありま
せん。したがって、保険契約は、お客さまからのお申込みに対して引受保険会社が承諾したときに有効に成立します。 

※　生命保険商品は預金とは異なり、預金保険制度の対象外となります。 
※　銀行で取扱いできる生命保険商品は法令上制限されており、ご加入いただく場合、取扱いが制限される場合があります。 

（平成18年12月29日現在） 

ストックインデックスファンド２２５ 

NCドリーム九州アジアファンド 

グローバル・ソブリン・オープン（毎月決算型） 

財産３分法ファンド（不動産・債券・株式）毎月分配型 

商　　品　　名 投　信　会　社 

大和証券投資信託委託 

ビー・エヌ・ピー・パリバアセットマネジメント 

国際投信投資顧問 

日興アセットマネジメント 

※　投資信託は預金ではなく、預金保険の対象ではありません。また、元本が保証されている商品ではありません。 
※　投資信託の運用による損益は、投資信託をご購入されたお客さまに帰属いたします。 

（平成18年12月29日現在） 
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（平成18年12月29日現在） 

各種サービス業務 

サービスの種類 内　　　　　　　　　容 

外 貨 両 替  

内 国 為 替  

自 動 支 払 い  

自 動 受 け 取 り  

給 与 振 込  

年 金 受 取  

配 当 金  

夜 間 金 庫  

税 務 相 談  

長崎銀行すこやか 
安 心 ク ラ ブ  

長崎情報クラブ 
「 ア ー チ 」  

Q F ネ ッ ト  
（九州金融情報
ネットワーク） 

（株）NCB経営情報 
サービスとの連携 

貸 金 庫  

保 管  

情 報 提 供  

インターネットバンキング 
（個人） 

インターネットバンキング 
（法人、個人事業主） 

キ ャ ッ シ ュ カ ー ド  

キャッシングサービス 

毎月決まって支払う公共料金、ローンのご返済などを預金口座から自動的に振り替えてお支払いするサー
ビスです。集金のわずらわしさもなく、通帳のお支払い明細は家計簿代わりになります。 
自動支払いをご利用いただける主なもの 
●電気料金●ガス料金●電話料金●NHK受信料●水道料●税金●社会保険料（国民健康保険・厚生年金・国民年金など）●生命保険料 

●損害保険料●住宅金融公庫●お買物代金（VlSA・UCなど）●校納金（幼稚園・小学校・中学校・高等学校・大学） 

外貨の両替や旅行小切手のお取扱いを行っております。 

全銀ネットワークを通じ、全国どこへでも迅速・確実にお振込み・ご送金・代金取立などを行います。 

預金証書、有価証券などお客さまの財産を安全に保管いたします。 

経理事務の省力化あるいは給料資金の盗難防止に、便利で安全な給与振込サービスで
す。 

大切な年金が、自動的にご指定の預金口座に振り込まれるサービスです。 

お手持ちの株式の配当金が、受取り日にご指定の預金口座に自動的に振り込まれます。
領収書の紛失・盗難や期日忘れのご心配がなくなります。 

銀行の窓口終了後、お店の売上金など安全にお預かりし、翌営業日にご指定の預金口
座にご入金いたします。 

当行で年金をお受取りの方々を対象に、フリーダイヤルによる健康・医療・介護につ
いての無料相談サービスを実施しております。 

経営セミナー・新入社員研修・経営相談・情報レポート・月刊誌等のサービスをご利
用いただけます。 

参加行の営業基盤と情報ネットワークを駆使し相互利用することで、ビジネスマッチ
ングやM＆A等の取引先が抱える経営課題解決の実現性を高め、地域経済の活性化を
目的としたサービスです。 
（参加行…長崎銀行・福岡中央銀行・佐賀共栄銀行・熊本ファミリー銀行・豊和銀行・
宮崎太陽銀行・南日本銀行・沖縄海邦銀行） 

（株）NCB経営情報サービスと提携し、各種セミナーの案内、経営コンサルティング・
M＆A・ビジネスマッチング等の支援、研修事業等のサービスを行っております。 

顧問税理士による無料相談サービスを行っております。 

ご自宅のパソコンやWebアクセス可能な携帯電話を利用して残高照会・入出金明細照会・振込・振替が可
能です。振込手数料もお得になっております。 
ご利用時間帯：平日４：00（月曜日は７：00）～翌日３：00 
　　　　　　　休日４：00～翌日３：00（日曜日は当日23：00） 
※１月１日～３日と５月３日～５日はサービスを休止します。 
※平日15時以降および休日の振込・振替は、翌銀行営業日でお取扱いします。 

貴社のパソコンからインターネットを通じて、預金残高や入出金明細等の照会・振込・振替、総合振込・
給与（賞与）振込、税金・各種料金払込みがご利用いただけます。 
ご利用時間帯：平日８：45～21：00 
※土曜日、日曜日、１月１日～３日、５月３日～５日、12月31日、祝日および振替休日はサービスを休
止します。 

※平日15時以降および休日の振込・振替は、翌銀行営業日でお取扱いします。 

当行のカードは、Mics（全国キャッシングサービス）のマークのある第二地銀、都市銀行、地方銀行、
信託銀行、信用金庫、信用組合、系統農協、労働金庫および郵便局のCD・ATMでご利用いただけます。 

当行のCD・ATMで当行提携のクレジット会社等が発行するカードによるキャッシングサービスがご利用
いただけます。 
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ネットワーク 

長
崎
県 

佐
賀
県 

熊
本
県 

ATM 

平日稼働時間 

休日稼働 

●印 （平成１８年１２月３１日現在） 

外貨両替店 

住宅金融公庫 
業務取扱店 

長崎市栄町３番14号 

長崎市銅座町９番14号 

長崎市油屋町４番７号 

長崎市新大工町４番14号 

長崎市大黒町11番１号 

長崎市新戸町２丁目２番31号 

長崎市江川町195番地 

長崎市戸石町1739番地６ 

長崎市千歳町３番８号サンパーク住吉ビル内 

長崎市松山町４番32号 

長崎市城栄町32番３号 

長崎市大園町５番６号 

西彼杵郡長与町嬉里郷字六反田701番地 

西彼杵郡時津町浦郷272番地３ 

諫早市上町３番13号 

大村市東本町２番地４ 

大村市西大村本町324番地７ 

島原市弁天町１丁目7080番地 

島原市亀の甲町乙1658番地５ 

島原市有明町湯江甲263番地１ 

南島原市口之津町甲2175番地１ 

佐世保市松浦町４番22号 

佐世保市早岐１丁目３番14号 

西海市大島町1894番地26 

西海市大瀬戸町瀬戸樫浦郷字小浦2278番地26 

佐賀市松原３丁目１番31号 

唐津市材木町2211番地 

西松浦郡有田町本町丙930番地４ 

熊本市下通１丁目８番20号 

熊本市水前寺公園１番20号 

八代市通町１番12号 

天草市大浜町６番５号 

1095-825-4161 

1095-826-9261 

1095-826-7146 

1095-826-6361 

1095-826-9338 

1095-878-1709 

1095-878-5115 

1095-830-1121 

1095-849-1130 

1095-844-0104 

1095-847-1020 

1095-856-2161 

1095-883-6221 

1095-840-2230 

10957-22-3347 

10957-52-3181 

10957-53-6210 

10957-62-4121 

10957-62-6868 

10957-68-1131 

10957-86-4151 

10956-22-6171 

10956-38-3151 

10959-34-2051 

10959-22-0073 

10952-24-2281 

10955-72-5148 

10955-42-4104 

1096-352-7155 

1096-381-9281 

10965-32-3161 

10969-22-5221

… 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

● 

● 

 

● 

 

 

 

● 

● 

● 

 

● 

● 

● 

● 

● 

 

● 

 

● 

● 

● 

 

 

● 

本店営業部  

銅座町支店  

思案橋支店  

新大工町支店 

長崎駅前支店 

新戸町支店  

江 川 支 店  

戸 石 支 店  

千 歳 支 店  

浦 上 支 店  

城 山 支 店  

滑 石 支 店  

長 与 支 店  

時 津 支 店  

諫 早 支 店  

大 村 支 店  

西大村支店  

島 原 支 店  

三 会 支 店  

有 明 支 店  

口之津支店  

佐世保支店  

早 岐 支 店  

大 崎 支 店  

大瀬戸支店  

佐 賀 支 店  

唐 津 支 店  

有 田 支 店  

熊 本 支 店  

水前寺支店  

八 代 支 店  

天 草 支 店  

（注）・ATM休日（土・日・祝）稼動時間　9：00～17：00 
・ATM休日稼働時間延長店……本店営業部（19：00終了）、佐世保支店（18：00終了） 
・ATM稼動時間内はご入金ができます。 

外 

外 

住 

住 

住 

住 

住 

外 

外 

住 

住 

住 

住 

住 

住 

住 

住 

住 

住 

住 

住 

住 

住 

住 

住 

住 

住 

住 

住 

住 

住 

住 

住 

住 

住 

住 

住 

8：00 

8：45 

8：45 

8：45 

8：45 

8：45 

8：45 

8：00 

8：00 

8：00 

8：45 

8：00 

8：00 

8：45 

8：45 

8：45 

8：45 

8：45 

8：45 

8：45 

8：45 

8：45 

8：45 

8：45 

8：45 

8：45 

8：45 

8：45 

8：45 

8：45 

8：45 

8：45

21：00 

21：00 

18：00 

19：00 

18：00 

18：00 

18：00 

19：00 

21：00 

19：00 

18：00 

19：00 

20：00 

20：00 

21：00 

19：00 

18：00 

19：00 

18：00 

19：00 

19：00 

19：00 

18：00 

18：00 

18：00 

18：00 

18：00 

18：00 

18：00 

18：00 

18：00 

18：00
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クイックビジネスローンながさき 

クイックビジネスローンさせぼ 

クイックビジネスローンいさはや 

平日稼働時間 休日稼働時間 
開　始 
９：00 
10：00 
８：45 
８：45 
８：45 
９：00 
８：00 
８：45 
10：00 
10：00 
９：00 
８：45 
10：00 
９：00

終　了 
18：00 
20：00 
18：00 
18：00 
19：00 
18：00 
21：00 
19：00 
19：00 
21：00 
20：00 
18：00 
21：00 
20：00

● 
長崎長崎 

唐津唐津¡

佐世保佐世保¡ 有田有田¡
早岐早岐¡

大崎大崎¡

島原島原¡

口之津口之津¡

天草天草¡

時津時津 
¡¡

大瀬戸大瀬戸 

西大村西大村¡

¡佐賀佐賀 

¡水前寺水前寺 
¡熊本熊本 ¡有明有明 

¡三会三会 

¡諫早諫早 

¡大村大村 

¡長与長与 

¡八代八代 

福
岡
県

福
岡
県 

佐
賀
県

佐
賀
県 

長
崎
県

長
崎
県 

熊
本
県

熊
本
県 ● 

長崎 

唐津¡

佐世保¡ 有田¡
早岐¡

大崎¡

島原¡

口之津¡

天草¡

時津 
¡¡

大瀬戸 

西大村¡

¡佐賀 

¡水前寺 
¡熊本 ¡有明 

¡三会 

¡諫早 

¡大村 

¡長与 

¡八代 

70120-033-919 
1095-816-3295

70120-357-919 
10956-42-0100

70120-035-919 
10957-22-3524

長崎市栄町１番15号 
（長崎銀行別館４Ｆ） 

佐世保市松浦町４番22号 
（長崎銀行佐世保支店内） 

諫早市上町３番13号 
（長崎銀行諫早支店内） 

 
 
■事業性融資の専門拠点 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■店舗外キャッシュコーナー 
 
■ATM 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■共同CD

福
岡
県 

佐
賀
県 

長
崎
県 

熊
本
県 

本　　店 
銅 座 町  
思 案 橋  
新大工町 
長崎駅前 
新 戸 町  
江　　川 
戸　　石 

千　歳 
浦　上 
城　山 
滑　石 

開　始 
９：00 
10：00 
９：00 
－ 

９：00 
９：00 
９：00 
９：00 
10：00 
10：00 
９：00 
９：00 
10：00 
９：00

終　了 
17：00 
19：00 
17：00 
－ 

17：00 
17：00 
19：00 
17：00 
17：00 
19：00 
19：00 
17：00 
19：00 
17：00

三 原 台 病 院（休日は土曜のみ稼働） 
夢 彩 都  
住 吉  
昭 和 町  
道 の 尾  
浜 町  
ア ミ ュ プ ラ ザ 長 崎  
滑 石 シ ョ ッ ピ ン グ セ ン タ ー  
ジョイフルサンショッピングプラザ江川店 
ジ ャ ス コ 時 津 店  
ジ ャ ス コ 東 長 崎 店  
福 田  
ジ ャ ス コ 大 村 店  
ま る た か 富 の 原 店  

平日稼働時間 休日稼働時間 

店舗内設置台数 

店舗外設置台数 

計 

０ 

  １（共同CD） 

１ 

37 

14 

51

Ｃ　Ｄ ＡＴＭ 

開　始 
10：00

終　了 
18：00

開　始 
10：00

終　了 
17：00 長 崎 西 洋 館（休日は土曜のみ稼働） 

（平成１８年１２月３１日現在） 
ＡＴＭ稼働時間内はご入金ができます。 

（平成１８年１２月３１日現在） 

■CD・ATM設置台数 
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当行の情報 

株主の状況 

●大株主 

●親会社の状況 

所有株式数 氏名又は名称 

株式会社　西日本シティ銀行 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４） 

長崎銀行　行員持株会 

株式会社　エヌ・アイ・シー 

株式会社　親和銀行 

株式会社　宮崎太陽銀行 

株式会社　南日本銀行 

株式会社　西京銀行 

株式会社　長崎銀行 

株式会社　ジョイフルサン 

　　　　　　　　　　　　計 

１１０，２４３千株 

２，５２４　　 

６７０　　 

３７２　　 

３３６　　 

２６８　　 

２５０　　 

２２０　　 

１７０　　 

１７０　　 

１１５，２２６　　 

８４．４８％ 

１．９３　 

０．５１　 

０．２８　 

０．２５　 

０．２０　 

０．１９　 

０．１６　 

０．１３　 

０．１３　 

８８．３０　 

発行株式総数に対する 
所有株式数の割合 

（平成１８年９月３０日現在、上位１０社） 

（平成１８年９月３０日現在） 

当行は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を、新日本監査法人より受けております。 

●事業の内容 
　当行は、株式会社西日本シティ銀行を親会社として、銀行業務を行っております。 
［銀行業］ 
　当行の本店ほか支店32か店においては、預金業務、貸出業務、内国為替業務、商品有価証券業務、有価証券投資業務及び附帯業務と
して代理業務を行い、すべての業務に積極的に取り組んでおります。 

1

当行グループの概況 2

会　社　名 所　在　地 主要業務 設立年月日 資本金 

株式会社西日本シティ銀行 福岡市博多区博多駅前３丁目１番１号 銀　行　業 昭和19年12月１日 親会社 85,745 84.81
百万円 ％ 

議 決 権 の  
被所有割合 

当行との 
関　　係 

金融経済環境 
　当中間会計期間におけるわが国経済は、輸出や生産は増加を続けており、企業収益が高水準で推移し、良好な業況感が維持される
中、設備投資も引き続き増加しています。また、個人消費も増加基調にあるなど、景気は緩やかに拡大を続けています。 
　一方、長崎県の経済は、個人消費は全体として弱い動きが続いていますが、設備投資や生産活動は堅調な動きが続いており、景気
は持ち直しの動きが広がっています。 
　金融情勢につきましては、平成18年３月に日本銀行による量的金融緩和政策が解除され、長期金利は１％台後半での推移となりま
したが、平成18年７月にゼロ金利政策が解除された後は、低下基調となり３月の量的緩和政策解除直後の金利水準まで低下しました。
また、短期金利はゼロ金利解除を受けて、0.25％前後での推移となりました。 
 
長崎銀行の業績 
　このような金融経済環境の中、当行は個人・法人のリテール分野を中心とした営業推進に引き続き取り組む一方で、経営全般の合
理化・効率化に努めてまいりました結果、次のような業績を収めることができました。 
 
　預　　金 
　預金につきましては、個人預金を中心に積極的な営業活動を行いました結果、当中間会計期間末の預金残高は、前中間会計期間末
比54億円増加し、2,703億円となりました。特に個人預金残高は前中間会計期間末比44億円増加し、2,216億円となりました。 

 
　貸 出 金 
　貸出金につきましては、個人・中小企業などのリテール部門を中心に資金需要に積極的な対応を行いました結果、当中間会計期間
末の貸出金残高は、前中間会計期間末比106億円増加し、2,176億円となりました。特に個人ローン残高は、前中間会計期間末比97億
円増加し、942億円となりました。 
 
　損　　益 
　損益につきましては、厳しい経済環境・金融環境のもとで、当行は、効率的な資金の調達・運用に努めるとともに経営全般の合理
化・効率化に取り組み収益力の強化を図ってまいりました結果、経常利益は、前中間会計期間比１億71百万円減少の４億82百万円、
中間純利益は、前中間会計期間比７百万円増加の６億37百万円となりました。 

営業の概況 3
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主要な経営指標等の推移 4

経 常 収 益  

経 常 利 益  

中 間 純 利 益  

当 期 純 利 益  

資 本 金  

発 行 済 株 式 総 数  

純 資 産 額  

総 資 産 額  

預 金 残 高  

貸 出 金 残 高  

有 価 証 券 残 高  

１ 株 当 た り 純 資 産 額  

１ 株 当 た り 中 間 純 利 益  

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益  

潜 在 株 式 調 整 後  

１ 株 当 た り 中 間 純 利 益  

潜 在 株 式 調 整 後  

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益  

１ 株 当 た り 配 当 額  

単 体 自 己 資 本 比 率  

（ 国 内 基 準 ）  

営業活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物の中間期末残高 

現金及び現金同等物の期末残高 

従 業 員 数  

〔 外 、 平 均 臨 時 従 業 員 数 〕  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔　　　　　〕 

３，８３９ 

６０２ 

４４１ 

－ 

９，１１９ 

１３０，４８６ 

９，０５０ 

２７３，２９１ 

２５８，１４７ 

２０７，１７７ 

２６，９６８ 

６９．４４ 

３．３８ 

－ 

－ 

 

－ 
 

－ 

７．５６ 
 

△２，４４１ 

１，４８５ 

△０ 

３０，１１５ 

－ 

３４７ 

８４ 

百万円 

百万円 

百万円 

 

百万円 

千株 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

円 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

％ 

 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔　　　　　〕 

４，９１３ 

６５３ 

６２９ 

－ 

９，１１９ 

１３０，４８６ 

９，５８５ 

２８０，１６８ 

２６４，８１５ 

２０７，０２３ 

３３，０２５ 

７３．５５ 

４．８３ 

－ 

－ 

 

－ 
 

－ 

７．７６ 
 

５，２８２ 

△２，５０６ 

△０ 

２８，８０２ 

－ 

３４３ 

８２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔　　　　　〕 

３，６９９ 

４８２ 

６３７ 

－ 

９，１１９ 

１３０，４８６ 

９，４５１ 

２８５，３９４ 

２７０，３０５ 

２１７，６９１ 

４６，０８０ 

７２．５２ 

４．８９ 

－ 

－ 

 

－ 
 

－ 

７．５２ 
 

１，４１７ 

８０ 

△０ 

１３，１５１ 

－ 

３４５ 

８９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔　　　　　〕 

７，７６４ 

２４６ 

－ 

４１４ 

９，１１９ 

１３０，４８６ 

９，０４６ 

２７８，９１３ 

２６４，０６１ 

２１０，５０４ 

３０，５６９ 

６９．４１ 

－ 

３．１７ 

－ 

 

－ 
 

－ 

７．５３ 
 

△３，１７０ 

△１，８７４ 

△０ 

－ 

２６，０２６ 

３３９ 

８３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔　　　　　〕 

８，５５３ 

２７８ 

－ 

４１６ 

９，１１９ 

１３０，４８６ 

８，８９２ 

２８０，７６４ 

２６６，１７５ 

２１１，９２８ 

４６，３２８ 

６８．２３ 

－ 

３．１９ 

－ 

 

－ 
 

－ 

７．１６ 
 

２，２４２ 

△１６，２５１ 

△０ 

－ 

１２，０１７ 

３３１ 

９３ 

平成１６年９月期 平成１７年９月期 平成１８年９月期 平成１７年３月期 平成１８年３月期 

（単位：百万円） 

決　　算　　年　　月 

（注）１．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
２．当行は関連会社がないため「持分法を適用した場合の投資利益」の記載はしておりません。 
３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないので記載しておりません。 
４．純資産額および総資産額の算定にあたり、平成18年９月から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産
の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

５．自己資本比率は、銀行法14条の２の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき算出しております。 
　　なお、当行は国内基準を採用しております。 
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中間財務諸表 5

●中間貸借対照表 

（資産の部） 

（負債の部） 

（資本の部） 

（純資産の部） 

平成１７年 
９月末 

平成１８年 
９月末 

現 金 預 け 金  

商 品 有 価 証 券  

有 価 証 券  

貸 出 金  

そ の 他 資 産  

動 産 不 動 産  

有 形 固 定 資 産  

無 形 固 定 資 産  

繰 延 税 金 資 産  

支 払 承 諾 見 返  

貸 倒 引 当 金  

資 産 の 部 合 計  

 

預 金  

借 用 金  

そ の 他 負 債  

退 職 給 付 引 当 金  

再評価に係る繰延税金負債 

支 払 承 諾  

負 債 の 部 合 計  

 

資 本 金  

利 益 剰 余 金  

中 間 未 処 理 損 失  

土 地 再 評 価 差 額 金  

その他有価証券評価差額金 

自 己 株 式  

資 本 の 部 合 計  

負債及び資本の部合計  

 

資 本 金  

利 益 剰 余 金  

そ の 他 利 益 剰 余 金  

繰 越 利 益 剰 余 金  

自 己 株 式  

株 主 資 本 合 計  

その他有価証券評価差額金 

土 地 再 評 価 差 額 金  

評価・換算差額等合計  

純 資 産 の 部 合 計  

負債及び純資産の部合計 

３７，６９０ 

２０ 

３３，０２５ 

２０７，０２３ 

１，１７８ 

６，４３０ 

－ 

－ 

１，９８４ 

９０４ 

△８，０８８ 

２８０，１６８ 

 

２６４，８１５ 

２，１５６ 

１，２０９ 

４３２ 

１，０６４ 

９０４ 

２７０，５８３ 

 

９，１９９ 

△１，０９３ 

１，０９３ 

１，５６８ 

２３ 

△３３ 

９，５８５ 

２８０，１６８ 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

１７，９４４ 

－ 

４６，０８０ 

２１７，６９１ 

１，６１８ 

－ 

５，７１１ 

３１４ 

１，９８８ 

８３２ 

△６，７８６ 

２８５，３９４ 

 

２７０，３０５ 

２，０８３ 

１，０９６ 

４９７ 

１，１２７ 

８３２ 

２７５，９４２ 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

９，１１９ 

△６６８ 

△６６８ 

△６６８ 

△３３ 

８，４１７ 

△４７１ 

１，５０５ 

１，０３３ 

９，４５１ 

２８５，３９４ 

●中間損益計算書 
平成１７年 
９月期 

平成１８年 
９月期 

経 常 収 益  

資 金 運 用 収 益  

貸 出 金 利 息  

有価証券利息配当金 

役 務 取 引 等 収 益  

そ の 他 業 務 収 益  

そ の 他 経 常 収 益  

経 常 費 用  

資 金 調 達 費 用  

預 金 利 息  

役 務 取 引 等 費 用  

そ の 他 業 務 費 用  

営 業 経 費  

そ の 他 経 常 費 用  

経 常 利 益  

特 別 利 益  

特 別 損 失  

税 引 前 中 間 純 利 益  

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額  

中 間 純 利 益  

前 期 繰 越 損 失  

土地再評価差額金取崩額 

中 間 未 処 理 損 失  

３，６９９ 

３，３６５ 

３，０３９ 

３１６ 

２０８ 

２ 

１２３ 

３，２１７ 

２２４ 

１８４ 

４２３ 

３４ 

２，２７２ 

２６２ 

４８２ 

１８７ 

１５ 

６５４ 

４ 

１２ 

６３７ 

－ 

－ 

－ 

４，９１３ 

３，３５２ 

３，２１１ 

１３２ 

２１７ 

１，１８０ 

１６１ 

４，２５９ 

２２８ 

１８９ 

５０１ 

１０４ 

２，２０９ 

１，２１６ 

６５３ 

６３ 

１０２ 

６１４ 

１ 

△１６ 

６２９ 

１，７４７ 

２４ 

１，０９３ 

（単位：百万円） （単位：百万円） 

〔注記６〕 

 

〔注記６〕 

〔注記１～５、７〕 

〔注記６〕 

〔注記６、８、９、１１〕 

〔注記８、９、１１〕 

 

 

 

 

 

 

 

〔注記１０〕 

 

 

〔注記１１〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔注記１１〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔注記１〕 

〔注記２〕 

 

〔注記３〕 

〔注記４、５〕 

（注）平成18年９月末の注記事項には番号を付し、内容を21頁に記載しております。 

（注）平成18年９月期の注記事項には番号を付し、内容を22頁に記載しております。 
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●中間株主資本等変動計算書 

●中間キャッシュ・フロー計算書 
平成１７年 
９月期 

平成１８年 
９月期 

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 
税引前中間純利益 
減価償却費 
減損損失 
貸倒引当金の増減（△）額 
退職給付引当金の増減（△）額 
資金運用収益 
資金調達費用 
有価証券関係損益（△） 
為替差損益（△） 
動産不動産処分損益（△） 
固定資産処分損益（△） 
貸出金の純増（△）減 
預金の純増減（△） 
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） 
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 
資金運用による収入 
資金調達による支出 
その他 
　　　　小　　計 
法人税等の支払額 
営業活動によるキャッシュ・フロー 

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 
有価証券の取得による支出 
有価証券の売却による収入 
有価証券の償還による収入 
動産不動産の取得による支出 
有形固定資産の取得による支出 
無形固定資産の取得による支出 
動産不動産の売却による収入 
投資活動によるキャッシュ・フロー 

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 
自己株式の取得による支出 
財務活動によるキャッシュ・フロー 

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 
Ⅴ　現金及び現金同等物の増減（△）額 
Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 
Ⅶ　現金及び現金同等物の中間期末残高 

 
６５４ 
９９ 
１２ 

△３６４ 
３８ 

△３，３６５ 
２２４ 
△１９ 
－ 
－ 
２ 

△５，７６３ 
４，１２９ 
△２５ 
２，６６３ 
３，３０１ 
△１２６ 
△２９ 
１，４３２ 
△１４ 
１，４１７ 

 
△２，２４９ 
１，９６２ 
４７２ 
－ 

△４２ 
△６１ 
－ 
８０ 
 

△０ 
△０ 
－ 

１，４９８ 
１２，０１７ 
１３，５１５ 

 
６１４ 
１１５ 
６９ 
２７４ 
２５ 

△３，３５２ 
２２８ 
△１２５ 
－ 
７ 
－ 

３，４８１ 
７５４ 
△４７ 
１７２ 
３，３３７ 
△１３６ 
△１２０ 
５，２９９ 
△１６ 
５，２８２ 

 
△６，９８６ 
３，９５９ 
５４３ 
△２６ 
－ 
－ 
３ 

△２，５０６ 
 

△０ 
△０ 
－ 

２，７７５ 
２６，０２６ 
２８，８０２ 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 

資本金 

利益剰余金 

株主資本 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 
利益剰余金合計 

平成１８年３月３１日残高 
中間会計期間中の変動額 
中間純利益 
自己株式の取得 
株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額（純額） 
中間会計期間中の変動額合計 
平成１８年９月３０日残高 

９，１１９ 
 
－ 
－ 

－ 
 
－ 

９，１１９ 

△１，３０６ 
 

６３７ 
－ 

－ 
 

６３７ 
△６６８ 

△１，３０６ 
 

６３７ 
－ 

－ 
 

６３７ 
△６６８ 

自己株式 株主資本合計 

△３３ 
 
－ 
△０ 

－ 
 

△０ 
△３３ 

７，７７９ 
 

６３７ 
△０ 

－ 
 

６３７ 
８，４１７ 

その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額等 

土地再評価差額金 評価・換算 
差額等合計 

平成１８年３月３１日残高 
中間会計期間中の変動額 
中間純利益 
自己株式の取得 
株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額（純額） 
中間会計期間中の変動額合計 
平成１８年９月３０日残高 

△３９２ 
 
－ 
－ 

△７９ 
 

△７９ 
△４７１ 

１，５０５ 
 
－ 
－ 

－ 
 
－ 

１，５０５ 

１，１１２ 
 
－ 
－ 

△７９ 
 

△７９ 
１，０３３ 

純資産合計 

８，８９２ 
 

６３７ 
△０ 

△７９ 
 

５５８ 
９，４５１ 
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●中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項（平成１８年９月期） 
１．商品有価証券の評価基準 
　　及び評価方法 

２．有価証券の評価基準及び 
　　評価方法 

３．固定資産の減価償却の方 
　　法 

４．引当金の計上基準 

６．リース取引の処理方法 

７．消費税等の会計処理 

８．中間キャッシュ・フロー 
　　計算書における資金の範囲 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

●中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更（平成１８年９月期） 
貸借対照表の純資産の部の 
表示に関する会計基準 

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号平成17年12月９日）及び
「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号平
成17年12月９日）を当中間会計期間から適用しております。 
当中間会計期間末における従来の「資本の部」に相当する金額は「純資産の部」の金額と同額であり
ます。 
なお、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸表等規則及び銀
行法施行規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表等規則及び銀行法施行規則により作成しておりま
す。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

５．外貨建て資産及び負債の 
　　本邦通貨への換算基準 

外貨建の資産・負債については、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は個々の資産の取得原価に算入しております。 
中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間貸借対照表上の「現金預け金」のうち現
金及び日本銀行への預け金であります。 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有
価証券のうち時価のあるものについては中間決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平
均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行ってお
ります。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 
a　有形固定資産 
有形固定資産は、定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建　物　10年～50年 
動　産　３年～20年 

a　貸倒引当金 
貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に
係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権につい
ては、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び
保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状
況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債
権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債
務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づ
き計上しております。 
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署か
ら独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っ
ております。 
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額
及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直
接減額しており、その金額は11,532百万円であります。 

s　退職給付引当金 
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上してお
ります。また、数理計算上の差異については、各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定
の年数（８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理するこ
ととしております。 
なお、会計基準変更時差異（1,050百万円）については、15年による按分額を費用処理すること
とし、当中間会計期間においては同按分額に12分の６を乗じた額を計上しております。 
（追加情報） 
従来、従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法により数理計算上の差異
の費用処理をしておりましたが、従業員の平均残存勤務期間が短縮化したため、当中間会計期間
より費用処理年数を10年から８年に変更しております。 
この結果、従来と同一の費用処理年数を適用した場合と比べ、経常利益及び税引前中間純利益は
それぞれ24百万円減少しております。 

s　無形固定資産 
無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアに
ついては、行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 
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●表示方法の変更（平成１８年９月期） 

中間貸借対照表関係 

「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）別紙様式が「無尽業法施行細則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第60号平
成18年４月28日）により改正され、平成18年４月１日以後開始する事業年度から適用されることになったこと等に伴い、当中間会
計期間から下記のとおり表示を変更しております。 

a　「利益剰余金」に内訳表示していた「中間未処理損失」は、「その他利益剰余金」の「繰越利益
剰余金」として表示しております。 

s　「動産不動産」は、「有形固定資産」「無形固定資産」又は「その他資産」に区分して表示してお
ります。 

d　「その他資産」に含めて表示していたソフトウェアは、「無形固定資産」に含めて表示しており
ます。 

中間キャッシュ・フロー計算 
書関係 

「動産不動産処分損益（△）」は、中間貸借対照表の「動産不動産」が「有形固定資産」、「無形固定
資産」等に区分されたことに伴い、「固定資産処分損益（△）」等として表示しております。 
また、「動産不動産の取得による支出」は「有形固定資産の取得による支出」等として、「動産不動産
の売却による収入」は、「有形固定資産の売却による収入」等として表示しております。 

●注記事項：中間貸借対照表関係（平成１８年９月末） 
１．貸出金のうち、破綻先債権額は954百万円、延滞債権額は15,011百万円であります。 
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁
済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」と
いう。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定
する事由が生じている貸出金であります。 
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の
支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

７．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条
件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高
は、29,291百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のものが28,941百万円あります。 
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来キャッ
シュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由
があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。
また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている行
内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

２．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額はありません。 
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞
債権に該当しないものであります。 

５．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会
報告第24号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形は、売却又は再担保という方法で自由に
処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、2,340百万円であります。 

３．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は4,619 百万円であります。 
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、
債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないもので
あります。 

４．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は20,585百万円であります。 
なお、上記１から４に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

６．為替決済や公共料金収納取扱等の担保として、現金預け金４百万円及び有価証券10,004百万円を差し入れております。 
なお、その他資産のうち保証金等は646百万円であります。 

８．有形固定資産の減価償却累計額　　2,716百万円 

11．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、評価差額については、当
該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額
金」として純資産の部に計上しております。 
　　再評価を行った年月日　　平成10年３月31日 
同法律第３条第３項に定める再評価の方法 
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税法（平成３年法律第69号）
第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算
定した価額に合理的な調整を行って算出。 

９．有形固定資産の圧縮記帳額　　　308百万円 
　　（当中間会計期間圧縮記帳額　　―  百万円） 
10．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金2,000百万円が含まれております。 
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●注記事項：中間キャッシュ・フロー計算書関係（平成１８年９月期） 
現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金預け金勘定　　　　　　　17,994百万円 
日銀預け金以外の預け金　 △　4,429百万円 
現金及び現金同等物　　　　　13,515百万円 

●注記事項：中間損益計算書関係（平成１８年９月期） 
１．減価償却実施額は下記のとおりであります。 
　　　　　建物・動産　53百万円 
　　　　　その他　　　45百万円 
２．「その他経常費用」には、貸出金償却216百万円を含んでおります。 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

３．「特別利益」には、償却債権取立益136百万円、貸倒引当金戻入益50百万円を含んでおります。 
４．「特別損失」には、減損損失12百万円を含んでおります。 
５．当中間会計期間において、以下の資産について減損損失を計上しております。 
　　（減損損失を認識した資産又は資産グループ及び種類毎の減損損失額） 
　　　長崎県外 
　　　　　①主な用途　営業店舗　　１ヵ所　　　種類　建物　　　減損損失額　3百万円 
　　　　　②主な用途　廃止予定店舗１ヵ所　　　種類　建物　　　減損損失額　8百万円 
上記の資産は、営業利益減少等によるキャッシュ・フローの低下及び営業店舗の閉鎖等により投資額の回収が見込めなくなったこ
とに伴い、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（12百万円）として特別損失に計上しております。 

　　（資産グループの概要及びグルーピングの方法） 
　　　（イ）資産グループの概要 
　　　　　①営業店舗　　　　営業の用に供する資産 
　　　　　②廃止予定店舗　　廃止が機関決定された店舗等 
　　　（ロ）グルーピングの方法 
　　　　　①営業店舗　　　　各営業店単位でグルーピング 
　　　　　②廃止予定店舗　　廃止後の用途に応じてグルーピング 
　　（回収可能価額） 
当中間会計期間の減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であり、正味売却価額は残存価額より処分費用見込額を
控除して算定しております。 

●注記事項：中間株主資本等変動計算書関係（平成１８年９月期） 

前事業年度末 
株式数 
（千株） 

当中間会計期間 
増加株式数 
（千株） 

当中間会計期間 
減少株式数 
（千株） 

当中間会計期間 
末株式数 
（千株） 

摘要 

発行済株式 
　普通株式 
　　合　計 
自己株式 
　普通株式 
　　合　計 

 
１３０，４８６ 
１３０，４８６ 

 
１６８ 
１６８ 

 
－ 
－ 
 
２ 
２ 

 
－ 
－ 
 
－ 
－ 

 
１３０，４８６ 
１３０，４８６ 

 
１７０ 
１７０ 

（注）普通株式の自己株式の増加２千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

（注） 
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●注記事項：有価証券関係 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

（注）１　時価は、当中間事業年度末日における市場価格等に基づいております。 
　　　２　「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

（注）１　中間貸借対照表計上額は、当中間会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。 
　　　２　「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。 

国 債  
そ の 他  
合 計  

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 

１０，０００ 
－ 

１０，０００ 

１０，００８ 
－ 

１０，００８ 

７ 
－ 
７ 

７ 
－ 
７ 

－ 
－ 
－ 

中間貸借対照表の「有価証券」を記載しております。 
前中間会計期間において子会社株式で時価のあるものはありません。 

中間貸借対照表 
計上額 時価 差額 うち益 うち損 

１０，０００ 
６，０００ 
１６，０００ 

９，９１５ 
５，９０６ 
１５，８２１ 

△８５ 
△９３ 
△１７８ 

中間貸借対照表 
計上額 時価 差額 

平成１７年９月期 平成１８年９月期 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

株 式  
債 券  
国 債  
社 債  

そ の 他  
合 計  

１，１０８ 
２０，５６４ 
１８，１０３ 
２，４６０ 
９９４ 

２２，６６８ 

１，２６８ 
２０，４５４ 
１８，０１６ 
２，４３７ 
９８４ 

２２，７０７ 

１５９ 
△１１０ 
△８７ 
△２３ 
△１０ 
３９ 

２６９ 
７ 
５ 
２ 
－ 

２７６ 

１０９ 
１１７ 
９２ 
２５ 
１０ 
２３７ 

中間貸借対照表 
計上額 取得原価 評価差額 中間貸借対照表 

計上額 取得原価 評価差額 うち益 うち損 

８３０ 
２５，６３５ 
１６，５４３ 
９，０９１ 
３，７２１ 
３０，１８７ 

９０３ 
２５，２１６ 
１６，２６７ 
８，９４８ 
３，５９５ 
２９，７１５ 

７３ 
△４１８ 
△２７５ 
△１４２ 
△１２６ 
△４７１ 

平成１７年９月期 平成１８年９月期 

そ の 他 有 価 証 券  
非 上 場 株 式  ３１７ ３６４ 

（単位：百万円） ３．時価のない有価証券の主な内容及び中間貸借対照表計上額 
平成１７年９月期 平成１８年９月期 
金　　額 金　　額 

３９ 
３９ 
１５ 
２３ 

●注記事項：金銭の信託 

●注記事項：その他有価証券評価差額金 

平成17年９月期及び平成18年９月期において該当事項はありません。 

●注記事項：デリバティブ取引 
平成17年９月期及び平成18年９月期において該当事項はありません。 

●注記事項：ストック・オプション等関係 
平成18年9月期において該当事項はありません。 

評 価 差 額  
そ の 他 有 価 証 券  

（ △ ） 繰 延 税 金 負 債  
その他有価証券評価差額金  

（単位：百万円） 

平成１７年９月期 平成１８年９月期 
金　　額 金　　額 

△４７１ 
△４７１ 
－ 

△４７１ 
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預金 

●預金の科目別残高 （単位：百万円・％） 

6

種　　　　　　　　　　　　類 平成１７年９月末 

５６，４９１ 
５２，２５８ 
２０７，２０４ 
２０４，３７５ 

３０ 
１，１２０ 

２６４，８１５ 
－ 

２６４，８１５ 

２１．３ 
１９．７ 
７８．３ 
７７．２ 
０．０ 
０．４ 

１００．０ 

５７，５８６ 
５３，１３４ 
２１２，２５４ 
２０９，８８７ 

２６ 
４６４ 

２７０，３０５ 
－ 

２７０，３０５ 

２１．３ 
１９．７ 
７８．５ 
７７．６ 
０．０ 
０．２ 

１００．０ 

平成１８年９月末 構成比 構成比 

預
　  

　
金 

流 動 性 預 金  
う ち 有 利 息 預 金  

定 期 性 預 金  
うち固定自由金利定期預金 
うち変動自由金利定期預金 

そ の 他  
合 計  

譲 渡 性 預 金  
総 合 計  

流 動 性 預 金  
う ち 有 利 息 預 金  

定 期 性 預 金  
うち固定自由金利定期預金 
うち変動自由金利定期預金 

そ の 他  
合 計  

譲 渡 性 預 金  
総 合 計  

貸出金等 

●貸出金の科目別残高 （単位：百万円・％） 

7

平成１７年９月末 

２，３２２ 
１５，９４４ 
１７７，９２４ 
１０，８３２ 
２０７，０２３ 

１．１ 
７．７ 
８６．０ 
５．２ 

１００．０ 

１．１ 
６．７ 
８７．６ 
４．６ 

１００．０ 

２，３４０ 
１４，６９８ 
１９０，７２４ 
９，９２８ 

２１７，６９１ 

平成１８年９月末 構成比 構成比 

（注）１．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 
２．定期性預金＝定期預金＋定期積金 

a固定自由金利定期預金＝預入時に満期日までの利率が確定する自由金利定期預金 
s変動自由金利定期預金＝預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する自由金利定期預金 

３．国内業務部門のみ取り扱っております。 

●預金の科目別平均残高 （単位：百万円・％） 

種　　　　　　　　　　　　類 平成１７年９月期 

５５，４２４ 
５１，７８０ 
２０８，４２７ 
２０５，５９５ 

４０ 
６０７ 

２６４，４５９ 
－ 

２６４，４５９ 

２１．０ 
１９．６ 
７８．８ 
７７．７ 
－ 
０．２ 

１００．０ 

５７，２４８ 
５３，５０５ 
２０７，７３６ 
２０５，２６８ 

２７ 
５５２ 

２６５，５３７ 
－ 

２６５，５３７ 

２１．６ 
２０．１ 
７８．２ 
７７．３ 
０．０ 
０．２ 

１００．０ 

平成１８年９月期 構成比 構成比 

預
　  

　
金 

（注）１．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 
２．定期性預金＝定期預金＋定期積金 

a固定自由金利定期預金＝預入時に満期日までの利率が確定する自由金利定期預金 
s変動自由金利定期預金＝預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する自由金利定期預金 

３．国内業務部門のみ取り扱っております。 

●定期預金の残存期間別残高 （単位：百万円） 

種　　　　　　　　　　　　類 
定 期 預 金  うち固定自由 

金利定期預金 
うち変動自由 
金利定期預金 

３１，４４７ 
４１，７７０ 
５１，１７２ 
２６，３６１ 
３８，３１３ 
２０，８５９ 
２０９，９２４ 

３１，４２４ 
４１，７５５ 
５１，１７２ 
２６，３６１ 
３８，３１３ 
２０，８５９ 
２０９，８８７ 

１１ 
１４ 
０ 
０ 
０ 
０ 
２６ 

２５，９９０ 
４１，７７０ 
５１，１７２ 
３０，９６２ 
１７，０３０ 
３７，４８９ 
２０４，４１７ 

２５，９６４ 
４１，７５５ 
５１，１７２ 
３０，９６２ 
１７，０３０ 
３７，４８９ 
２０４，３７５ 

１５ 
１４ 
０ 
０ 
０ 
０ 
３０ 

平成１７年９月末 

定 期 預 金  うち固定自由 
金利定期預金 

うち変動自由 
金利定期預金 

平成１８年９月末 

３ カ 月 未 満  
３ カ 月 以 上 ６ カ 月 未 満  
６ カ 月 以 上 １ 年 未 満  
１ 年 以 上 ２ 年 未 満  
２ 年 以 上 ３ 年 未 満  
３ 年 以 上  
合　　　　　　　　　　計 

割 引 手 形  
手 形 貸 付  
証 書 貸 付  
当 座 貸 越  

計 

●貸出金の科目別平均残高 （単位：百万円・％） 

平成１７年９月末 

２，４６２ 
１５，８１４ 
１８２，９８６ 
１０，６５７ 
２１１，９２０ 

１．２ 
７．５ 
８６．３ 
５．０ 

１００．０ 

１．０ 
７．０ 
８７．４ 
４．６ 

１００．０ 

２，２２１ 
１４，８７５ 
１８７，２１８ 
９，９３２ 

２１４，２４８ 

平成１８年９月末 構成比 構成比 

割 引 手 形  
手 形 貸 付  
証 書 貸 付  
当 座 貸 越  

計 

（注）本表の預金残高には、積立定期預金を含んでおりません。 

（注）国内業務部門のみ取り扱っております。 

（注）国内業務部門のみ取り扱っております。 
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（注）中小企業等とは、資本金３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業、サービス業は５千万円）以下の会社又は常用する従業員が
300人（ただし、卸売業は100人、小売業は50人、サービス業は100人）以下の会社及び個人であります。 

●貸出金の残存期間別残高 （単位：百万円） 

種　　　　　　　　　　　　類 
貸　出　金 貸　出　金 うち変動金利 うち固定金利 うち変動金利 うち固定金利 

５６，２９０ 
３０，８５２ 
２４，２９３ 
２０，３６４ 
７５，９６３ 
９，９２６ 

２１７，６９１ 

１７，８７４ 
１４，０４０ 
１１，６８９ 
３９，８４０ 
４，７１７ 

１２，９７８ 
１０，２５２ 
８，６７５ 
３６，１２２ 
５，２０９ 

４７，６４８ 
３７，９５５ 
２３，６０７ 
１９，３３３ 
６７，６５０ 
１０，８２８ 
２０７，０２３ 

１７，７５４ 
１４，６８１ 
１１，６３０ 
３７，６４９ 
４，９４０ 

２０，２００ 
８，９２５ 
７，７０２ 
３０，００１ 
５，８８８ 

平成１７年９月末 平成１８年９月末 

１ 年 以 下  
１ 年 超 ３ 年 以 下  
３ 年 超 ５ 年 以 下  
５ 年 超 ７ 年 以 下  
７ 年 超  
期 間 の 定 め の な い も の  
合　　　　　　　　　　計 

（注）残存期間１年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしておりません。 

●中小企業等に対する貸出金 （単位：百万円・％） 

（単位：百万円） 

平成１７年９月末 

１８１，７７２ 
２５，２５１ 
２０７，０２３ 

８７．８ 
１２．２ 
１００．０ 

８６．８ 
１３．２ 
１００．０ 

１８８，９５９ 
２８，７３１ 
２１７，６９１ 

平成１８年９月末 構成比 構成比 

中 小 企 業 等  
そ の 他  
総 貸 出 金 残 高  

●個人ローン 
平成１７年９月末 平成１８年９月末 

１２，３４３ 
７２，１５８ 
８４，５０２ 

１０，４８４ 
８３，７３６ 
９４，２２０ 

消 費 者 ロ ー ン  
住 宅 ロ ー ン  

計 

●預貸率 （単位：％） 

国内業務部門 国際業務部門 合　　　　計 国内業務部門 国際業務部門 合　　　　計 

７８．１７ 
８０．１３ 

－ 
－ 

７８．１７ 
８０．１３ 

平成１７年９月末 

８０．５３ 
８０．６８ 

●貸出金の使途別残高 （単位：百万円・％） 

平成１７年９月末 

８５，６８２ 
１２１，３４１ 
２０７，０２３ 

４１．４ 
５８．６ 
１００．０ 

３９．２ 
６０．８ 
１００．０ 

８５，２７７ 
１３２，４１４ 
２１７，６９１ 

平成１８年９月末 構成比 構成比 

運 転 資 金  
設 備 資 金  

計 

－ 
－ 

８０．５３ 
８０．６８ 

平成１８年９月末 

期 末  
期 中 平 均  

●貸出金・支払承諾見返の担保別内訳 （単位：百万円） 

貸　出　金  支払承諾見返 貸 　 出 　 金  支払承諾見返 

３５８ 
２，４６５ 
－ 

８７，８９９ 
－ 

９０，７２２ 
６４，８１１ 
５１，４９０ 
２０７，０２３ 

－ 
－ 
－ 

５４７ 
１９ 
５６７ 
１５０ 
１８６ 
９０４ 

２１６ 
２，３２９ 
－ 

８１，６０７ 
－ 

８４，１５２ 
７１，４５４ 
６２，０８４ 
２１７，６９１ 

－ 
－ 
－ 

５８０ 
１６ 
５９６ 
１１４ 
１２０ 
８３２ 

平成１７年９月末 平成１８年９月末 

有 価 証 券  
債 権  
商 品  
不 動 産  
そ の 他  

小　　　　　計 
保 証  
信 用  

計 

●貸出金の業種別残高 （単位：百万円・％） 

平成１７年９月末 

７，３８０ 
６９２ 
８８３ 
１８６ 
９，６３４ 
－ 

３２２ 
２，２６３ 
１５，４０８ 
４，０８８ 
４３，４１９ 
３４，４６３ 
２０，６７７ 
６７，６０１ 
２０７，０２３ 

３．５７ 
０．３３ 
０．４３ 
０．０９ 
４．６５ 
－ 

０．１６ 
１．０９ 
７．４４ 
１．９８ 
２０．９７ 
１６．６５ 
９．９９ 
３２．６５ 
１００．００ 

６，２０２ 
６０１ 
７２０ 
１３４ 
９，４６９ 
－ 

３３１ 
１，８６８ 
１４，５２５ 
３，３８２ 
５３，７０３ 
３２，４８４ 
２４，４８４ 
６９，７８２ 
２１７，６９１ 

２．８５ 
０．２８ 
０．３３ 
０．０６ 
４．３５ 
－ 

０．１５ 
０．８６ 
６．６７ 
１．５５ 
２４．６７ 
１４．９２ 
１１．２５ 
３２．０６ 
１００．００ 

平成１８年９月末 構成比 構成比 

製 造 業  
農 業  
漁 業  
鉱 業  
建 設 業  
電気・ガス・熱供給・水道業  
情 報 通 信 業  
運 輸 業  
卸 売 ・ 小 売 業  
金 融 ・ 保 険 業  
不 動 産 業  
各 種 サ ー ビ ス 業  
地 方 公 共 団 体  
そ の 他  

計 
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有価証券 

●商品有価証券・有価証券種類別残高 （単位：百万円・％） 

8

種　　　　類 
合　　　　　　 　　計 国内業務部門 国際業務部門 

平成１７年９月末 

構成比 

平成１８年９月末 

構成比 

平成１７年９月末 

構成比 

平成１８年９月末 

構成比 

平成１７年９月末 

構成比 

平成１８年９月末 

構成比 

－ 
－ 

２８，０１６ 
－ 

２，４３７ 
１，５８６ 
９８４ 
９８４ 
－ 

３３，０２５ 

－ 
－ 

８４．８ 
－ 
７．４ 
４．８ 
３．０ 
３．０ 
－ 

１００．０ 

－ 
－ 

２６，２６７ 
－ 

８，９４８ 
１，２６８ 
９，５９５ 
６，９７９ 
２，６１５ 
４６，０８０ 

－ 
－ 

５７．０ 
－ 

１９．４ 
２．８ 
２０．８ 
１５．１ 
５．７ 

１００．０ 

－ 
－ 

２８，０１６ 
－ 

２，４３７ 
１，５８６ 
－ 
－ 
－ 

３２，０４０ 

－ 
－ 

８７．４ 
－ 
７．６ 
５．０ 
－ 
－ 
－ 

１００．０ 

－ 
－ 

２６，２６７ 
－ 

８，９４８ 
１，２６８ 
２，６１５ 
－ 

２，６１５ 
３９，１００ 

－ 
－ 

６７．２ 
－ 

２２．９ 
３．２ 
６．７ 
－ 
６．７ 

１００．０ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

９８４ 
９８４ 
－ 
９８４ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

１００．０ 
１００．０ 
－ 

１００．０ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

６，９７９ 
６，９７９ 
－ 

６，９７９ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

１００．０ 
１００．０ 
－ 

１００．０ 

商 品 国 債  
商 品 有 価 証 券  
国 債  
地 方 債  
社 債  
株 式  
そ の 他  
う ち 外 国 債 券  
う ち そ の 他  

有 価 証 券  

●商品有価証券・有価証券種類別平均残高 （単位：百万円・％） 

種　　　　類 
合　　　　　　 　　計 国内業務部門 国際業務部門 

平成１７年９月期 

構成比 

平成１８年９月期 

構成比 

平成１７年９月期 

構成比 

平成１８年９月期 

構成比 

平成１７年９月期 

構成比 

平成１８年９月期 

構成比 

１２ 
１２ 

２６，９６７ 
８３ 

１，５３５ 
１，４５９ 
２８８ 
２８８ 
－ 

３０，３３４ 

１００．０ 
１００．０ 
８８．９ 
０．３ 
５．１ 
４．８ 
０．９ 
０．９ 
－ 

１００．０ 

－ 
－ 

２６，７７４ 
－ 

９，８３０ 
１，２７９ 
９，５２７ 
６，８９０ 
２，６３６ 
４７，４１２ 

－ 
－ 

５６．５ 
－ 

２０．７ 
２．７ 
２０．１ 
１４．５ 
５．６ 

１００．０ 

１２ 
１２ 

２６，９６７ 
８３ 

１，５３５ 
１，４５９ 
－ 
－ 
－ 

３０，０４６ 

１００．０ 
１００．０ 
８９．７ 
０．３ 
５．１ 
４．９ 
－ 
－ 
－ 

１００．０ 

－ 
－ 

２６，７７４ 
－ 

９，８３０ 
１，２７９ 
２，６３６ 
－ 

２，６３６ 
４０，５２１ 

－ 
－ 

６６．１ 
－ 

２４．３ 
３．１ 
６．５ 
－ 
６．５ 

１００．０ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

２８８ 
２８８ 
－ 
２８８ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

１００．０ 
１００．０ 
－ 

１００．０ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

６，８９０ 
６，８９０ 
－ 

６，８９０ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

１００．０ 
１００．０ 
－ 

１００．０ 

商 品 国 債  
商 品 有 価 証 券  
国 債  
地 方 債  
社 債  
株 式  
そ の 他  
う ち 外 国 債 券  
う ち そ の 他  

有 価 証 券  

●有価証券の残存期間別残高 
（単位：百万円） 

１年以下 １～３年 ３～５年 ５～７年 ７～１０年 １０ 年 超 期間の定めの 
な  い  も  の 

合　　計 

［平成１７年９月末］ 

－ 
－ 

２６１ 
 
－ 
－ 
 
－ 

国 債  
地 方 債  
社 債  
株 式  
そ の 他 の 証 券  

う ち 外 国 債 券  
う ち そ の 他  

貸 付 有 価 証 券  

－ 
－ 

２８７ 
 
－ 
－ 
 
－ 

１２，９６５ 
－ 

３１２ 
 
－ 
－ 
 
－ 

－ 
－ 
－ 
 
－ 
－ 
 
－ 

１０，１０４ 
－ 

１，５７５ 
 

９８４ 
９８４ 
 
－ 

４，９４６ 
－ 
－ 
 
－ 
－ 
 
－ 

－ 
－ 
－ 

１，５８６ 
－ 
－ 
－ 
－ 

（単位：百万円） 

１年以下 １～３年 ３～５年 ５～７年 ７～１０年 １０ 年 超 期間の定めの 
な  い  も  の 

合　　計 

［平成１８年９月末］ 

－ 
－ 
１４ 
 
－ 
－ 
 
－ 

国 債  
地 方 債  
社 債  
株 式  
そ の 他 の 証 券  

う ち 外 国 債 券  
う ち そ の 他  

貸 付 有 価 証 券  

期 末  
期 中 平 均  

２，００１ 
－ 
１７ 
 
－ 
－ 
 
－ 

７，４６４ 
－ 

２１２ 
 

８６９ 
－ 

８６９ 
－ 

１，９９３ 
－ 
－ 
 
－ 
－ 
 
－ 

１０，０００ 
－ 

３，６４４ 
 

１，０７５ 
９７９ 
９５ 
－ 

４，８０７ 
－ 

５，０６０ 
 

６，４６３ 
６，０００ 
４６３ 
－ 

－ 
－ 
－ 

１，２６８ 
１，１８７ 
－ 

１，１８７ 
－ 

２６，２６７ 
－ 

８，９４８ 
１，２６８ 
９，５９５ 
６，９７９ 
２，６１５ 
－ 

２８，０１６ 
－ 

２，４３７ 
１，５８６ 
９８４ 
９８４ 
－ 
－ 

●預証率 （単位：％） 

国内業務部門 国際業務部門 合　　　　計 国内業務部門 国際業務部門 合　　　　計 

１２．０９ 
１１．３６ 

－ 
－ 

１２．４７ 
１１．４７ 

平成１７年９月期 

１４．４６ 
１５．２６ 

－ 
－ 

１７．０４ 
１７．８５ 

平成１８年９月期 
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（単位：百万円） ●リスク管理債権 

不良債権・償却・引当など 9

自己資本比率 10

平成１７年９月末 

１，２５６ 
１１，４８５ 
８９ 

９，６７５ 
２２，５０６ 

平成１８年９月末 

９５４ 
１５，０１１ 

－ 
４，６１９ 
２０，５８５ 

破 綻 先 債 権  
延 滞 債 権  
３ カ 月 以 上 延 滞 債 権  
貸 出 条 件 緩 和 債 権  
リ ス ク 管 理 債 権  

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 

●金融再生法開示債権 

●引当金の内訳・期中増減 

●単体自己資本比率（国内基準） 

平成１７年９月末 

平成１７年３月末 平成１７年９月末 期中増加 
期　　中　　減　　少 

［目的使用］ ［その他］ 

３，８０１ 
９，０１０ 
９，７６４ 
２２，５７７ 
１８５，５８１ 
２０８，１５９ 

３，２０８ 
４，６０４ 
７，８１３ 

３，３８３ 
４，７０４ 
８，０８８ 

－ 
５９３ 
５９３ 

３，２０８ 
４，０１１ 
７，２２０ 

３，３８３ 
４，７０４ 
８，０８８ 

平成１８年９月末 

２，９８０ 
１３，０３７ 
４，６１９ 
２０，６３７ 
１９８，１３９ 
２１８，７７６ 

破産更生債権およびこれらに準ずる債権 
危 険 債 権  
要 管 理 債 権  
金 融 再 生 法 開 示 債 権 　 計  
正 常 債 権  
総 与 信  

一 般 貸 倒 引 当 金  
個 別 貸 倒 引 当 金  

計 

（単位：百万円） 

平成１８年３月末 平成１８年９月末 期中増加 
期　　中　　減　　少 

［目的使用］ ［その他］ 

２，３２７ 
４，８２３ 
７，１５１ 

１，９３８ 
４，８４７ 
６，７８６ 

－ 
３１４ 
３１４ 

２，３２７ 
４，５０９ 
６，８３６ 

１，９３８ 
４，８４７ 
６，７８６ 

一 般 貸 倒 引 当 金  
個 別 貸 倒 引 当 金  

計 

●不良債権処理額 
平成１７年９月期 

平成１７年９月末 

基 本 的 項 目  

補 完 的 項 目  

控　除　項　目 
自 己 資 本 額  

単 体 自 己 資 本 比 率 （ 国 内 基 準 ） ＝ Ｄ / Ｅ ×１００ 

リ ス ク ・  
ア セ ッ ト 等  

平成１８年９月末 

平成１８年９月期 
１７５ 
１，０２４ 
６９３ 
３３１ 
１，１９９ 

△３８８ 
５５５ 
３３８ 
２１６ 
１６６ 

９，１１９ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

△１，０９３ 
－ 
３３ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

７，９９３ 
－ 

１，１８４ 
３，３８３ 
２，０００ 
－ 

２，０００ 
６，５６８ 
４，１６３ 
－ 

１２，１５６ 
１５１，１９６ 
５，３０３ 

１５６，４９９ 
７．７６％ 

９，１１９ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

△６６８ 
－ 
－ 
－ 
３３ 
－ 
－ 

４７１ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

７，９４５ 
－ 

１，１８４ 
１，９３８ 
２，０００ 
－ 

２，０００ 
５，１２３ 
４，１８４ 
１００ 

１２，０２９ 
１５５，１１２ 
４，７７１ 

１５９，８８４ 
７．５２％ 

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額  
不 良 債 権 処 理 額  

個 別 貸 倒 引 当 金 純 繰 入 額  
貸 出 金 償 却  

不良債権処理額（含：一般貸倒引当金純繰入額） 

資 本 金  
う ち 非 累 積 的 永 久 優 先 株  

新 株 式 申 込 証 拠 金  
資 本 準 備 金  
そ の 他 資 本 剰 余 金  
利 益 準 備 金  
そ の 他 利 益 剰 余 金  
任 意 積 立 金  
中 間 未 処 分 利 益  
そ の 他  
自　　　　己　　　　株　　　　式  （ △ ）  
自 己 株 式 申 込 証 拠 金  
社 　 外 　 流 　 出 　 予 　 定 　 額   （ △ ）  
そ の 他 有 価 証 券 の 評 価 差 損   （ △ ）  
新 株 予 約 権  
営 　 業 　 権 　 相 　 当 　 額   （ △ ）  
の 　 れ 　 ん 　 相 　 当 　 額   （ △ ）  
企業結合により計上される無形固定資産相当額（ △ ）  
繰延税金資産の控除前の基本的項目計（上記各項目の合計額） 
繰 延 税 金 資 産 の 控 除 金 額 （ △ ）  

計　　　　　　　　（Ａ） 
うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券（注１） 
土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額 
一 般 貸 倒 引 当 金  
負 債 性 資 本 調 達 手 段 等  

う ち 永 久 劣 後 債 務 （注２） 
うち期限付劣後債務および期限付優先株（注３） 

計 
う ち 自 己 資 本 へ の 算 入 額 （ Ｂ ） 
控　　　除　　　項　　　目（注４）（ Ｃ ） 

（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ）　　　  　（Ｄ） 
資 産 （ オ ン ・ バ ラ ン ス ） 項 目  
オ フ ・ バ ラ ン ス 取 引 項 目  

計　　　　　　　　（Ｅ） 

リスク管理債権 
対象先には再建が可能な先も多く含まれており、また金
額についても、担保処分等による回収可能額や貸倒引当
金計上額を控除する前の金額であるため、将来の回収不
能額をそのまま表すものではありません。 

破産更生債権およびこれらに準ずる債権 
破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等
の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権
及びこれらに準ずる債権。 
危険債権 
債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態
及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収
及び利息の受取りができない可能性の高い債権。 
要管理債権 
３カ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権。 

 

（注）１．告示第30条第２項に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的会社の発行する優先出資証券
を含む。）であります。 

２．告示第31条第１項第３号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。 
a　無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること 
s　一定の場合を除き、償還されないものであること 
d　業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること 
f　利払い義務の延期が認められるものであること 

３．告示第31条第１項第４号及び第５号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が５年を超えるものに限られております。 
４．告示第32条第１項第１号に掲げる他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額であります。 

 

［平成１８年９月期］ 

［平成１７年９月期］ 
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損益・利回・利鞘 
●業務粗利益の内訳・業務粗利益率 （単位：百万円） 

11

平成１７年９月期 

国内業務部門 国際業務部門 合　　計 

平成１８年９月期 

国内業務部門 国際業務部門 合　　計 

 
３，３５１ 

 
２２８ 
３，１２３ 
２１７ 
５０１ 
△２８３ 
１，１８０ 
１０４ 
１，０７６ 
３，９１７ 
３．１０％ 

－ 
３，３５２ 
－ 

２２８ 
３，１２４ 
２１７ 
５０１ 
△２８３ 
１，１８０ 
１０４ 
１，０７６ 
３，９１８ 
３．１０％ 

 
３，２９１ 

 
２２４ 
３，０６７ 
２０８ 
４２３ 
△２１５ 
２ 
３４ 
△３２ 
２，８１９ 
２．０８％ 

 
８０ 
 
５ 
７４ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
７４ 

２．１４％ 

５ 
３，３６５ 

５ 
２２４ 
３，１４１ 
２０８ 
４２３ 
△２１５ 
２ 
３４ 
△３２ 
２，８９３ 
２．１４％ 

 
１ 
 
０
 

１ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
１ 

０．８０％ 

 
資 金 運 用 収 益  

 
資 金 調 達 費 用  

資 金 運 用 収 支  
役 務 取 引 等 収 益  
役 務 取 引 等 費 用  

役 務 取 引 等 収 支  
そ の 他 業 務 収 益  
そ の 他 業 務 費 用  

そ の 他 業 務 収 支  
業 務 粗 利 益  
業 務 粗 利 益 率  

●運用・調達勘定の平均残高等（国内業務部門） （単位：百万円） 

平成１７年９月期 平成１８年９月期 

平均残高 利　　息 利　　回 平均残高 利　　息 利　　回 

 
２５１，５５７ 
２１１，９２０ 

１２ 
３０，０４６ 

－ 
－ 

９，５７７ 
２６６，６２８ 
２６４，４５９ 

－ 
２，１６０ 

 
３，３５１ 
３，２１１ 

０ 
１３０ 
－ 
－ 
８ 

２２８ 
１８９ 
－ 
３９ 

 
２．６５％ 
３．０２　 
３．３８　 
０．８６　 
－　 
－　 

０．１８　 
０．１７　 
０．１４　 
－　 

３．６０　 

（６，８９０） 
２６９，０８５ 
２１４，２４８ 

－ 
４０，５２１ 
２，２３２ 
６７ 

５，１２４ 
２６７，７１０ 
２６５，５３７ 

８１ 
２，０８６ 

（５） 
３，２９１ 
３，０３９ 
－ 

２３６ 
１ 
０ 
７ 

２２４ 
１８４ 
０ 
３９ 

 
２．４３％ 
２．８２　 
－　 

１．１６　 
０．１２　 
０．２３　 
０．２９　 
０．１６　 
０．１３　 
０．２７　 
３．８１　 

 
資 金 運 用 勘 定  

う ち 貸 出 金  
う ち 商 品 有 価 証 券  
う ち 有 価 証 券  
う ち コ ー ル ロ ー ン  
う ち 買 入 手 形  
預 け 金  

資 金 調 達 勘 定  
う ち 預 金  
う ち コ ー ル マ ネ ー  
う ち 借 用 金  

●運用・調達勘定の平均残高等（国際業務部門） （単位：百万円） 

平成１７年９月期 平成１８年９月期 

平均残高 利　　息 利　　回 平均残高 利　　息 利　　回 

２８８ 
２８８ 
－
 
－
 

１ 
１ 
－
 
－
 

０．９９％ 
０．９９　 

－
 
－
 

６，８９０ 
６，８９０ 
（６，８９０） 
６，８９０ 

８０ 
８０ 
（５） 
５ 

２．３１％ 
２．３１　 

 
０．１６

　
 

資 金 運 用 勘 定  
う ち 有 価 証 券  

資 金 調 達 勘 定  
 

（注）１．資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息であります。 
　　　 

２．業務粗利益率＝　　　　　　　　　　　×１００ 
 

（注）１．資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（平成17年９月期21,125百万円、平成18年９月期4,763百万円）を控除して表示しております。 
２．（　）内は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息（内書き）であります。 

（注）（　）内は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息（内書き）であります。 

資金運用勘定平均残高 
業務粗利益／１８３×３６５ 

●利鞘 （単位：％） 

平成１７年９月期 

国内業務部門 国際業務部門 合　　計 

平成１８年９月期 

国内業務部門 国際業務部門 合　　計 

２．６５ 
１．７８ 
０．８７ 

２．６５ 
１．７８ 
０．８７ 

２．４３ 
１．８０ 
０．６３ 

２．４９ 
１．８０ 
０．６９ 

２．３１ 
０．１６ 
２．１５ 

０．９９ 
０．１８ 
０．８１ 

資 金 運 用 利 回 り  
資 金 調 達 原 価  
総 資 金 利 鞘  

●利益率 （単位：％） 

平成１７年９月期 平成１８年９月期 

０．３４ 
９．４５ 
０．４５ 
１２．５０ 

０．４６ 
１２．９８ 
０．４５ 
１２．５０ 

総 資 産 経 常 利 益 率  
資 本 経 常 利 益 率  
総 資 産 中 間 純 利 益 率  
資 本 中 間 純 利 益 率  
 
（注）１．総資産経常（中間純）利益率＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　×１００ 
 

２．資本経常（中間純）利益率＝　　　　　　　　　　　　　　　×１００ 

経常（中間純）利益／１８３×３６５ 
総資産（除く支払承諾見返）平均残高 

純資産平均残高 
経常（中間純）利益／１８３×３６５ 
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●運用・調達勘定の平均残高等（合計） （単位：百万円） 

平成１７年９月期 平成１８年９月期 

平均残高 利　　息 利　　回 平均残高 利　　息 利　　回 

２５１，８４５ 
２１１，９２０ 

１２ 
３０，３３４ 

－ 
－ 

９，５７７ 
２６６，６２８ 
２６４，４５９ 

－ 
２，１６０ 

３，３５２ 
３，２１１ 

０ 
１３２ 
－ 
－ 
８ 

２２８ 
１８９ 
－ 
３９ 
 

２．６５％ 
３．０２　 
３．３８　 
０．８６　 
－　 
－　 

０．１８　 
０．１７　 
０．１４　 
－　 

３．６０　 

２６９，０８５ 
２１４，２４８ 

－ 
４７，４１２ 
２，２３２ 
６７ 

５，１２４ 
２６７，７１０ 
２６５，５３７ 

８１ 
２，０８６ 

３，３６５ 
３，０３９ 
－ 

３１６ 
１ 
０ 
７ 

２２４ 
１８４ 
０ 
３９ 

２．４９％ 
２．８２　 
－　 

１．３３　 
０．１２　 
０．２３　 
０．２９　 
０．１６　 
０．１３　 
０．２７　 
３．８１　 

資 金 運 用 勘 定  
う ち 貸 出 金  
う ち 商 品 有 価 証 券  
う ち 有 価 証 券  
う ち コ ー ル ロ ー ン  
う ち 買 入 手 形  
預 け 金  

資 金 調 達 勘 定  
う ち 預 金  
う ち コ ー ル マ ネ ー  
う ち 借 用 金  

●受取・支払利息の分析（国内業務部門） （単位：百万円） 

平成１７年９月期 平成１８年９月期 

残高による増減 利率による増減 純　増　減 残高による増減 利率による増減 純　増　減 

１５７ 
１３２ 
△０ 
４ 
－ 
－ 
０ 
７ 
７ 
－ 
△１ 

△１９３ 
△２０１ 
０ 
１９ 
－ 
－ 
８ 

△１７ 
△１６ 
－ 
１ 

△３６ 
△６９ 
△０ 
２３ 
－ 
－ 
８ 

△１０ 
△９ 
－ 
△０ 

２３０ 
３５ 
△０ 
４５ 
０ 
０ 
△４ 
０ 
０ 
０ 
△２ 

△２９０ 
△２０７ 
０ 
６１ 
１ 
０ 
３ 
△４ 
△５ 
０ 
２ 

△６０ 
△１７２ 
△０ 
１０６ 
１ 
０ 
△１ 
△４ 
△５ 
０ 
０ 

受 取 利 息  
う ち 貸 出 金  
う ち 商 品 有 価 証 券  
う ち 有 価 証 券  
う ち コ ー ル ロ ー ン  
う ち 買 入 手 形  
う ち 預 け 金  

支 払 利 息  
う ち 預 金  
う ち コ ー ル マ ネ ー  
う ち 借 用 金  

●受取・支払利息の分析（国際業務部門） （単位：百万円） 

平成１７年９月期 平成１８年９月期 

残高による増減 利率による増減 純　増　減 残高による増減 利率による増減 純　増　減 

０ 
０ 
０ 

１ 
１ 
０ 

１ 
１ 
０ 

３３ 
３３ 
６ 
 

４６ 
４６ 
△１ 

７９ 
７９ 
５ 

受 取 利 息  
う ち 有 価 証 券  

支 払 利 息  

●受取・支払利息の分析（合計） （単位：百万円） 

平成１７年９月期 平成１８年９月期 

残高による増減 利率による増減 純　増　減 残高による増減 利率による増減 純　増　減 

１５７ 
１３２ 
△０ 
５ 
－ 
－ 
０ 
７ 
７ 
－ 
△１ 

△１９２ 
△２０１ 
０ 
２０ 
－ 
－ 
８ 

△１７ 
△１６ 
－ 
１ 

△３５ 
△６９ 
△０ 
２５ 
－ 
－ 
８ 

△１０ 
△９ 
－ 
０ 

２３０ 
３５ 
△０ 
７４ 
０ 
０ 
△４ 
０ 
０ 
０ 
△２ 

△２１７ 
△２０７ 
０ 

１１０ 
１ 
０ 
３ 
△４ 
△５ 
０ 
２ 

１３ 
△１７２ 
△０ 
１８４ 
１ 
０ 
△１ 
△４ 
△５ 
０ 
０ 

受 取 利 息  
う ち 貸 出 金  
う ち 商 品 有 価 証 券  
う ち 有 価 証 券  
う ち コ ー ル ロ ー ン  
う ち 買 入 手 形  
う ち 預 け 金  

支 払 利 息  
う ち 預 金  
う ち コ ー ル マ ネ ー  
う ち 借 用 金  

（注）１．資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（平成17年９月期21,125百万円、平成18年９月期4,763百万円）を控除して表示しております。 
２．国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息は、相殺しております。 

（注）残高および利率の増減要因が重なる部分については、利率による増減要因に含めております。 

（注）残高および利率の増減要因が重なる部分については、利率による増減要因に含めております。 

（注）１．残高および利率の増減要因が重なる部分については、利率による増減要因に含めております。 
２．国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借利息は、相殺しております。 
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銀行法施行規則に規定された項目 

金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に規定された項目 

開示項目一覧  

この中間ディスクロージャー誌は、銀行法第２１条に基づいて作成しております。 
銀行法施行規則に規定された開示項目は、以下の頁に掲載しております。 

銀行法施行規則第１９条の２…銀行単体の開示項目 

１　概況・組織 
イ　大株主（10位以上）に関する事項………………………16 

 

２　主要な業務に関する事項 
イ　営業の概況（直近の中間事業年度）……………………16 

ロ　主要な業務の状況を示す指標 

　　（直近の３中間事業年度及び２事業年度）……………17 

ハ　業務の状況を示す指標（直近の２中間事業年度） 

別表●主要な業務の状況を示す指標 

　　　１　業務粗利益・業務粗利益率………………………28 

　　　２　資金運用収支・役務取引等収支・ 

　　　　　その他業務収支……………………………………28 

　　　３　資金運用勘定・資金調達勘定の平均残高・ 

　　　　　利息・利回り・利鞘…………………………28～29 

　　　４　受取利息・支払利息の増減………………………29 

　　　５　総資産経常利益率・資本経常利益率……………28 

　　　６　総資産中間純利益率・資本中間純利益率………28 

　　●預金に関する指標 

　　　１　預金・譲渡性預金の平均残高……………………24 

　　　２　定期預金の残存期間別残高………………………24 

　　●貸出金等に関する指標 

　　　１　貸出金の平均残高…………………………………24 

　　　２　貸出金の残存期間別残高…………………………25 

　　　３　貸出金・支払承諾見返の担保の種類別残高……25 

　　　４　貸出金の使途別残高………………………………25 

　　　５　業種別の貸出金残高・ 

　　　　　貸出金総額に占める割合…………………………25 

　　　６　中小企業等に対する貸出金残高・ 

　　　　　貸出金総額に占める割合…………………………25 

　　　７　特定海外債権の国別残高………該当ございません 

　　　８　預貸率………………………………………………25

正常債権額………………………………………………………………………………………27 

要管理債権額……………………………………………………………………………………27 

危険債権額………………………………………………………………………………………27 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額……………………………………………………27

●有価証券に関する指標 

１　商品有価証券の平均残高…………………………26 

２　有価証券の残存期間別残高………………………26 

３　有価証券の平均残高………………………………26 

４　預証率………………………………………………26 

 

３　直近の２中間事業年度における財産の状況 
イ　中間貸借対照表・中間損益計算書・ 

　　中間株主資本等変動計算書…………………………18～19 

ロ　リスク管理債権……………………………………………27 

ハ　自己資本の充実の状況……………………………………27 

ニ　有価証券・金銭の信託・ 

　　デリバティブ取引の時価等………………………………23 

ホ　貸倒引当金の期末残高・期中増減………………………27 

ヘ　貸出金償却…………………………………………………27 

ト　証券取引法監査を受けている旨…………………………16
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こころのぎんこう�

古紙配合率100％再生紙を使用しています�

※本誌は森林保護の一環として�
　再生紙を使用しております。�

※本誌は大豆油インキを使用しております。�


